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風力発電用「増速機」の国内トップ
メーカー
－創業は１９３２年９月（昭和７年）。
創業７７年目を迎える当社は、先代社
長（父・清一氏）が直方市に炭鉱・製
鉄所向けに鍛造品の製造工場を開
設したのが始まりです。当社の主力
製品は、平成に入ってから製造を始
めた、風力発電用の「増速機」です。
現在、国内では唯一ともいえる風力
発電用の「増速機」の製造シェアを
有しています。近年、地球温暖化を
背景として、風力発電機の需要は急
速に拡大しています。マーケットは国
内のみに留まらず、米国や中国など
世界各地に広がっており、そのス
ピードは国内で２００２年比２．５倍（０７
年末現在１，４０９基）、世界全体では
年率２０－３０％の勢いで増加してい
ます。ここにきて、世界経済は急速に
悪化しているため、その影響は電力
需要の落ち込みとなって表れてきま
すが、クリーンエネルギーとしての風
力発電に対する期待は高く、今後の
成長軌道のトレンドは大きく変わらな
いと思っています。

風力発電用「増速機」の製造まで
の道のり
－風力発電機の「増速機」は、いくつ
もの「歯車」が組み合わさった精密な
部品。風車のゆっくりとした回転を高
速回転に変換する役割を担っており、
風の力を効率よく発電エネルギーに
変えるための重要な装置です。まさ
に風力発電機の寿命や信頼性を左
右するキーデバイス（基幹部品）と
なっています。その風力発電機用
「増速機」の製造は、１９９６年（平成８
年）に三菱重工・長崎造船所（大手
風車メーカー）の製造要請を受けた
ことがきっかけです。もともと、産業用
機械の「減速機」の製造を手がけて
いたことに加え、当時、資本提携して
いたドイツの大手機械メーカーが風
力発電機用の「増速機」を製造して
いました。大手風車メーカーは、「発
電機」や「増速機」など多くの部品を
自社製造せず、外部調達して組み
立てることが一般的です。ある意味、
この業界は自動車産業に通じるイ
メージがあります。当社は、風力発電
用「増速機」メーカーとしての歴史は
浅いのですが、常に新しいことに挑

戦してきた社風が大手風車メーカー
からの受注につながったと思ってい
ます。現在は、当社が製造した「増速
機」の全量を三菱重工・長崎造船所
に引き受けてもらっています。風力発
電用の「増速機」と言えば、「石橋製
作所」と言われる様、日 努々力を続け
ています。

モノづくりの原点
－風力発電の普及は、１９９０年代後
半にデンマークやオランダなどヨー
ロッパから広がっていきました。現在
でも、ヨーロッパメーカーのシェアは
高く、日本の国内風車メーカーは後
発であるがゆえに、マーケットシェア
は低くなっています。普及当初、ヨー
ロッパ各地で風力発電機の設置が
相次ぐ中、原因不明の故障も多く、以
前から、キーデバイスである「増速
機」がトラブルの原因となるケースも
少なくなかった様です。当社が風力
発電機用「増速機」の製造に着手し
始めたばかりの頃、資本提携先であ
るドイツの大手機械メーカーを訪れ
た際、偶然にも、原因究明のため設
置されたばかりの「増速機」が一つ
残らず製造メーカーに回収されてい
く惨状を目にする機会を得たのです。
原因不明の一つのトラブルが、全量
検査へと発展するケースです。高い
風車の中軸に設置され、人の背丈ほ
どもある「増速機」を回収するには、
多大な労力とコストを必要とします。
事故を契機に、それまで各メーカー
が産業用機械に準じて製造してい
た独自基準から風力固有の自然条
件にも耐えうる共通基準へとより製造
の厳格化が進んで行きました。ヨー
ロッパにおけるこうした「増速機」の
基準作りを目の当たりにして、当社の
モノづくりはスタートしたのです。そ
の意味で、当社には後発メーカーの

■創 業：１９３２年９月
■設 立：１９５５年１１月
■資 本 金：１５２．５百万円
■従 業 員：１５０名
■所 在 地：福岡県直方市
■事業内容：はん用機械器具製
造業
■主な製造品目：高精度歯車増
減速機ならびに関連部品の設
計・製作
風車用増速機（６００kW以上）
の設計・製作
歯車増減速機のオーバーホウ
ルならびにフィールドサービス
■製造拠点：本社工場（福岡県
直方市）

株式会社石橋製作所

石橋克彦氏
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欠点となる様な経験不足は当てはま
らないと思っています。当社の幾重
にも重なる厳重な品質管理は、この
貴重な経験が原点となっています。

グローバル化を意識した社員教育
の強化
－風力発電のマーケットは、国内の
みならず世界各国に広がっています。
特に、当社の製品は、三菱重工の風
力発電機として米国を中心に設置が
進んでいます。現在対応している販
売代理店（商社等）によるアフター
サービスがそろそろ限界を迎えてお
り、ゆくゆくは、メンテナンス強化のた
め米国での拠点づくりを考えていま
す。そのために、海外にも通用する
人材の育成に取り組んでいます。具
体的には、語学力の強化。以前は、
語学研修の希望者を募り、一定期間、
語学学校で研修を行っていましたが、
最近では、対応できる人材確保が急
務なため、高校を卒業した社員をい
きなり現地（米国）へ派遣するなど
「習うより慣れろ」を実践させていま
す。当社の身内にも海外経験者がい
るため、常に英語でコミュニケーショ
ンをとらせたり、職場においても、グ
ローバルな雰囲気が特別でないよう
な環境づくりを意識的に演出してい
ます。当社のキャッチフレーズも
“Optimum Solution and Mobility
（最適設計と機動性）”とグローバル
化を進めています。

毎々の初心、忘れるべからず
－入社式や結婚式など、事あるごと

たびたび

に口にしているのが「毎 の々初心、忘
れるべからず」というフレーズ。意味
は、初心を軌道修正しても良い。志レ
ベルの高い低いは関係ない。大事な
ことは、軌道修正をしてでも初心を貫
いて欲しいということ。軌道修正せ
ずに全てをあきらめてしまうことだけ
はやって欲しくない。その想いは、当
社の製品出荷の際に浸透させてい
ます。出荷前には全品に負荷をかけ
た回転検査を行っており、この作業は
どんなに手間がかかっても、検査体
制を省略することがないように気を
付けています。これほどの検査は産
業用機械の「増速機」には必要ない
のですが、厳格化が求められる風
力発電機用の「増速機」には、必ず
行なわなければいけない作業だと
肝に銘じています。そのため、他の
製品と比べても故障の割合は極端に
少ないと思っています。この想いは、
当社がヨーロッパで目にした初心を
忘れない良い事例です。製造メー
カーの責任として、心を込めて顧客に
信頼される製品をつくることこそが
大切であると思っています。小さな
会社でありながら、常に世界を志向
し、更には、世界を舞台に真に求めら
れる価値とは何かを探求し続けるこ
とが、当社の存在意義であると考え
ています。

福岡銀行
取締役頭取 谷 正明

地球温暖化やエネルギー問題

を解決する手段として、環境負

荷の少ない「風力発電」をはじ

めとしたクリーンエネルギーへ

の期待は、我が国のみならず、

世界各国で高まりを見せていま

す。欧州の風力発電機メーカー

が先行している中、当社が製造

する「増速機」は、その品質の

高さから世界中から注目される

製品となっています。今後とも、

高い品質を武器に、他の追随を

許さないものづくりの姿勢を貫

いて欲しいと願っています。

本社前

工場視察 風車用増速機
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高品質な製品作りを続ける振動
モータートップメーカー
－１９４６年に創業者である義理の祖
父が加来農機工作所を創立したの
が当社の始まりです。その後安川電
機の協力工場となって電気機器の
製造を開始し、現在は振動モーター
や産業用ブレーキ、そして粉体処理
機や振動応用機の製造を手がけて
います。当社の主力製品である振動
モーター「ユーラスバイブレーター」
は今から５０年前の１９５９年に開発しま
した。鉄鋼、化学、自動車などの工場
からダイヤモンドや金、石炭などの
鉱山、そしてたこ焼き機やゲーム機
などに幅広く使用されるヒット商品と
なり、これまでの販売累計は約８０万
台です。ユーラスバイブレーターの
名前の由来は「揺らす＝振動」からき
ており、商標登録済です。この「ユー
ラス」というネーミングは世界でも知ら
れており、振動モーター市場では国
内トップシェアです。世界でも約１
割のシェアを持っています。丁寧な
モノづくりによる耐久性や品質の高さ
が評価され、北米、オーストラリア、欧
州、南アフリカなど海外へも販路が
広がっています。

丁寧なモノづくりで高品質な製品
を提供
－ユーラスは５０年前の開発以来、試
行錯誤・研究・改良を続けてきました。
振動モーターは常に回転・振動する
ため、軸やケーブルに負荷がかかっ
て故障しやすく、耐久性が求められ
ます。当社では長年かけて負荷が集
中するベアリング（軸受け）廻りの加
工精度を１０数ミクロン単位まで高め、
当初は数１０時間程度だったベアリン
グの寿命を数万時間にまで延ばして
きました。現場においても日 技々術の
研鑽を続けており、組立時のグリー
ス充填量も一つ一つ重さを計って充
填し「丁寧なモノづくり」を心がけ、高
品質な製品を提供しています。

品質の高さは業界№１の評価
－ユーラスは海外の競合製品に比
べると若干高価格ではありますが、
高品質な製品・サービスの面では業
界№１との評価を得ています。「当た
り前のことを当たり前にやるだけ」と丁
寧なモノづくりを続けてきた実績が
評価され、国内外で「ユーラスの製
品だと安心して使える」という信頼を
得るに至りました。また、顧客からの
高い信頼を得るために不可欠な要

素として、アフターサービスの品質向
上にも力を入れています。
ユーラスの品質の高さが信頼を得
ている例としてダイヤモンドの採掘
があります。現在ダイヤモンドは海
底から採掘しており、一回港を出ると
２年間は海上で作業を行なわなけ
ればいけません。そのため、振動
モーターは「故障しないこと」が非常
に重視されており、そのニーズに応
えられるだけの品質の高さを有して
いる当社の製品が高評価を得ていま
す。実際、デビアス（世界のダイヤモ
ンド流通の７～８割を押さえるダイ
ヤモンドの採掘、流通企業）から採
掘業者に対して「ユーラスを使うよう
に」との指示があっているとも聞いて
います。

「人を活かす」経営に注力
－当社はこれまで「商品力」を武器に
勝ち抜いてきました。今後の成長の
ためには人材が何より大切だと考え
ており、従業員全員が納得して仕事
に取組む「全員参加型経営」を実践
し、例えば財務状況などは全てオー
プンにしています。人を活かす経営
を行なうためには人材育成が重要で
あり、社員に自由に使える教育費（技
術系１０万円／年、その他５万円／年）
を支給し自己研鑽をサポートしてい
ます。また、技術だけでなく経営等を
テーマにした勉強会を平日について
は毎朝、土曜日にも年数回開催して
います。更には、幹部社員に２ヶ月に
１度課題図書を与えて読書感想文
の提出を義務付け、全ての感想文に
ついて私が返事を書いて相互理解
を深めています。私自身も読書に力
を入れています（年間目標１００冊）。
こうした取組みを続けることで、社員
の経営に対する意識も次第に高まり、
その効果も具体的に現れてきていま
す。世界的な景気低迷の影響で売
上げが急減し、生産が前月比３５％

■創 業：１９４６年２月
■設 立：１９５１年１２月
■所 在 地：福岡県北九州市
■資 本 金：４０百万円
■従 業 員：９５名
■事業内容：産業用特殊機械
（振動機、粉砕機、ブレーキ）
の製造
■主な製造品目：振動モーター
「ユーラスバイブレーター」、
産業用ブレーキ、各種粉体・
振動応用製品
■製造拠点：本社（福岡県北九
州市）

株式会社村上精機工作所

橋本尚二氏
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～４０％落ち込んだ時でも何とか黒
字を確保することができたのは、「全
体最適」という考え方を社員全員で
共有し、隣の作業状況にも気を配っ
て改善のための知恵を出し合い、実
施した結果だと感じています。

長期的なビジョンに基づいた雇用
－雇用に関しても長期的なビジョンを
もって運用しています。現在当社に
は準社員（派遣社員）を含めて９５名
の従業員がおりますが、一旦雇用調
整を行なってしまうと、せっかく育成
した人材を手放してしまうことになり、
再度雇用、育成を行なうためには多
大なコストがかかってしまうため、か
えって逆効果になると考えています。
そのため、現在のように急激に生産
が落ち込んだとしても、雇用調整を
行なうつもりはありません。

社会にも貢献
－当社は「顧客貢献」と「人を活かす
こと」、この２つを重要視しています。
同時に、社会貢献も意識しています。
その取組みの一つとして、北九州市
が実施している定職をもたない若者
に対して働く場を支援する雇用対策
事業にも積極的に参加し、数名を社
員として採用しました。また、次代を
担う学生に対しては、講演・工場見
学会等を行なうことで、広く当社の経
営内容をオープンにしています。

日本市場に安住することなく世界
で勝負
－振動モーターの市場は日本全体
で約１０億円、世界全体でも１００億円
程度というニッチな市場であり、大手
メーカーにとっては「割に合わない」
市場であるため参入してくることもな
く、当社は国内シェア６０％程度を占
めています。ただ、その高い国内
シェアに安住していたら安価な海外
製品との競争に勝ち残っていくことは

できません。そのため現在、当社の
強みである品質を武器に、世界に進
出しています。当社の事業規模では
海外に拠点を置くのは難しく、現地の
代理店を通した販売を行っているの
ですが、海外には私が直接営業に
行っています（今月も海外営業の予
定あり）。海外の顧客に当社の製品を
紹介すると、品質を高く評価され、売
上げ増加に直結するため、社員から
も「どんどん海外に行って下さい」と
言われています。その結果、ユーラ
スの売上げの内半分は海外向けと
なりました。現在では、海外でも南ア
フリカ、オーストラリアを中心にユーラ
スのブランドが浸透しつつあります。

日本トップメーカーから世界トッ
プメーカーを目指して
－今後は北米などでユーラスのブラ
ンドを浸透させ、２０１６年に世界一の
振動モーターメーカーになることを目
指しています。
現在は世界的に景気が低迷して
おり、今後しばらく厳しい状況が続く
と思っていますが、今こそ「働くことの
大切さ」を見つめなおし、当社を「時
代の変化に対応できる会社」へと成
長させたいと思っています。そして、
当社の目標としては２０２１年までに社
員３００名、売上高１００億、利益１５億
円の会社にしたいと考えています。

福岡銀行
取締役頭取 谷 正明

当社の主力製品である振動

モーターは、国内はもとより世

界各国で高品質な製品として高

い評価を受けておられます。こ

れは、日々技術の研鑽に取り組

み、長年にわたり丁寧なものづ

くりを続けてこられた企業努力

の証ではないでしょうか。今後

とも、当社の製品が世界のマー

ケットで大きな存在感を示すも

のと期待しております。

ユーラス

振動ふるい 工場視察
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に聞く�

日本を代表するマーク加工企業
－当社は１９６８年に創業し、昨年創業
４０周年を迎えました。プロ野球をは
じめとするスポーツ用品へのマーク
加工や、ウエアへのシルクスクリーン
印刷、婦人服やシューズへのアパレ
ル刺繍などを手がけてきました。中
でも主軸となってきたのが、スポーツ
用品へのマーク加工事業です。ミズ
ノ、アシックス、デサントなどの大手ス
ポーツ用品メーカーを筆頭に、クライ
アントに対して多様な加工技術を提
案しています。その結果、大手メー
カーからプロ野球球団のユニフォー
ムのマーク加工や背番号等の刺繍を
受託するようになり、ミズノからの委
託で北京五輪の野球、ソフトボール
や、ワールド・ベースボール・クラシッ
クの日本代表チームのユニフォーム
へのマーク加工なども手がけました。
今ではプロ野球球団は福岡ソフトバ
ンクホークス等６球団、高校野球で
も熊本県内高校の約９割、熊本県外
でも有力チーム中心に多くの高校の
ユニフォームへのマーク加工などを
手がけています。

日本初の加工技術の開発で大きく
飛躍
－熊本を本社とし、地元のスポーツ
店や福岡の企業との取引を主として
いた当社が、大阪を中心とする大手
メーカーとも取引をさせていただくよ
うになったのは、新しい技術の開発
がきっかけでした。それが帽子への
マーク加工です。
以前は業容拡大を図るため、

シューズへのマーク加工を手がけて
いた時期もありましたが、事業開始
から３年後にクライアントである
シューズメーカーが生産拠点を中国
へ移転することを決定。当社は諸事
情を見て時期尚早と判断し、中国へ
の進出を行なわなかったため、事業
開始からわずか３年で受注が８～
９割近く落ち込んでしまいました。仕
事はなくなったが、３年間で揃えた
設備はある。この窮地をどうやって切
り抜けようかと考えていた時に生まれ
たのが、「野球帽子へコンピューター
ミシンで刺繍を入れる」という日本初
の技術でした。それまでは帽子の完
成品に対してミシンで刺繍を入れる

という技術は日本になかったのです
が、当社がミシンの改良と刺繍方法
を開発。その技術をそれまで縁もゆ
かりもなかった大阪の大手スポーツ
用品メーカーに提案に行ったところ、
大変喜ばれ、そのことをきっかけに
スポーツ用品メーカーとの取引が大
きく拡大していきました。それが今か
ら約１５年前のことで、当社にとって大
きなターニングポイントとなりました。

困りごとを解決するため技術開発
に注力
－帽子への加工技術開発以降も、当
社と布地メーカーとの共同開発で従
来品よりも通気性、撥水性が優れる
マーク地を開発できたのをきっかけ
に北京五輪の野球日本代表ユニ
フォームに当社のマーク加工が利用
されるようになるなど、新たな技術開
発によって取引拡大を図ってきまし
た。開発のコンセプトは「困ったことを
解決する」です。当社で独自開発し
たパソコンソフト「ＡＴＯＭ」もその一
つです。ＡＴＯＭはユニフォームな
どのデザインをパソコン画面上でシ
ミュレートする専用ソフトですが、こ
れにより、従来は紙に書いたり文字で
伝達していたデザイン提案を画面
上で視覚的に行えるようになりました。
ユニフォームを作る前の段階でクライ
アントと作り手のイメージを合致させ
られるようになり、現在では社内だけ
でなく、他社でも広く採用されていま
す。また、兵庫県や福井県の拠点は
あえてアシックス、デサント等各メー
カーの製造拠点内に設置しています。
これは、物流などのコストを軽減する
目的だけでなく、現場で各メーカーと
個 に々コラボレーションすることで、

■創 業：１９６８年３月
■設 立：１９８０年９月
■所 在 地：熊本県熊本市
■資 本 金：１０百万円
■従 業 員：２００名
■事業内容：マーク加工全般、
プリント、アパレル刺繍など
■主な製造品目：プロ野球をは
じめとした各種スポーツ関係
のマーク加工全般、ウエアへ
の刺繍や、ＷＢＣで使用した
昇華プリント加工
■製造拠点：本社（熊本市）、
福岡支店・大阪支店・静岡支
店・福井センター（福井県越
前市）、福崎センター（兵庫
県神崎郡）

株式会社マークス

田中 博氏
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クライアントそれぞれと独立した技
術開発の実現を目指しているもので
す。

クライアントの要望に応えるため
の安定した生産管理
現在、全体の７割のクライアントが

リピーターとなっていただいていま
す。そのクライアントからの期待に応
えるため、クライアントからの注文に
は、例えそれが急であっても、また一
着二着の少量であっても迅速に対
応し、納期は絶対に守るようにしてい
ます。そのためにＭＭＳという製品管
理システムを構築し、また、平成１７年
に建設した新社屋・工場にはミシン
メーカーと共同開発したネットワーク
接続ができる自動刺繍機を導入して
データ・商品管理をより強化するなど、
作業の効率化、クオリティの高い商
品作りに取り組んでいます。

事業領域の拡大を目指して新たな
挑戦
－当社は創業から約４０年、確かな技
術提案と、必要に合わせた開発を進
めてきました。ＷＢＣ効果もあって、
景気が低迷している現在においても
多くの受注をいただいております。た
だ、景気低迷に伴って顧客である実
業団チームが減少する懸念がある
など、今後については不透明な部分

も多く、あらゆる方向へ事業の可能性
を見出すため、新たな挑戦を行って
います。
一つ目の挑戦が、海外への展開
です。当社のクライアントはアメリカ
やヨーロッパなどでの事業展開へも
注力していますので、それに合わせ
て海外への営業展開を視野に入れ
ています。また、以前は時期尚早と判
断した中国への進出についても、現
在上海で拠点を構え今年の五月か
ら本格的な稼動に入ります。また、二
つ目として、これまでの技術を活かし
てバレーボール、バスケットボール、
サッカーなど野球以外へのスポーツ
やスポーツ以外の分野へも事業を展
開していきたいと考えています。
これからも時代にあった柔軟性と
対応力で、クライアントに満足してい
ただける製品づくりにまい進し、メー
ドインマークスを目指して努力してま
いります。

熊本ファミリー銀行
取締役頭取 鈴木 元

当社は熊本発の元気な企業で

す。日本初となるような独自技

術の開発に注力し、その技術に

よって顧客が抱える問題を解決

していくことで、マーク加工の

分野で日本を代表する企業に成

長されています。常に挑戦を続

ける当社が今後はＷＢＣ日本代

表のように世界を舞台に活躍さ

れることを期待いたします。

ＷＢＣ日本代表のユニフォーム 当社がマーク加工を手がけているユニフォーム

視察風景 本社
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に聞く�

当社の業歴は、１９５９年８月に、現
最高顧問の�本正安が長崎県長崎
市において機械設計・製図の個人
創業を開始したことに始まります。そ
して、６４年１月には法人化し、不動
技研工業 有限会社を設立、同時に
兵庫県高砂市に出張所（現：高砂
事業所）を開設しました。主に各種発
電プラントの原動機（ボイラ・タービ
ン・ガスタービン等）の設計や、自動
車の電子電装品開発設計、ＣＧ等
デジタルコンテンツの作成等を行っ
ています。

ハイレベルな「技術、精度、品質」
を実現する設計技術集団
当社は、創業当初から隣接する三
菱重工グループとの深い繋がりがあ
り、火力発電プラントの総合配管や
プラントの心臓部とも言えるボイラ、
タービンの設計等を主たる業務とし
ています。大型プラント等の設計は、
安全性や効率性、性能、コストなど、
様 な々観点からのアプローチが必
要であり、設計技術の精密さはもちろ
んのこと、流体、熱、材料、振動、強度

などに対する幅広い技術的知識や
総合的把握力が必要とされます。私
どもは、こうした大型プラント等の数
多くの設計実績と長年培ってきたノ
ウハウを有しており、お客様からの高
い評価と厚い信頼を頂戴しています。
また、今後の成長が期待される風力
発電や太陽光発電等、クリーンエネ
ルギー分野の設計についても既に手
掛けています。

より強固な経営体質の構築へ向け
新分野にも挑戦
これまで、高度な設計技術の習
得・開発に努め、お客様との信頼関
係を築き上げてまいりましたが、経営
環境が目まぐるしく変化する昨今、こ
れまで培ってきた技術をコアとしつ
つも、新技術の研究・開発とともに、よ
り強固な利益基盤を確立する必要が
あると考え、最近では、社員を大学院
研究室へ派遣し、制御分野への事
業拡大を図っている他（産学連携）、
自動車電装品の性能評価システム
の開発・設計など、新分野に対する
挑戦・投資を積極的に行っています。

自社開発の「３＋（スリープラス）
システム」で、企業の各種効率化
を実現
最近、特に注力している事業に企
業のＩＴ化支援事業があります。当
社は、パソコン管理者の負担を減ら
しつつも、満足のいくコンプライアン
ス体制を築きたいというニーズを実
現するためにこの製品を開発しまし
た。パソコン管理が兼任業務である
場合、管理者の負担が増え、セキュ
リティや提供されるサービスの低下
につながります。その結果、コンプラ
イアンス体制が不十分になり、その
対応に頭を悩ませている経営者が
多いようです。「３＋システム」の導
入により、保守をするのはサーバー
だけでよく、ユーザーはメンテナンス
中でも作業を中断することなく、障害
対策もでき、外部メディアの制限など
簡単にセキュリティを向上させること
ができる仕組みになっています。

人が基本、社員の仕事への情熱が
会社の未来を創る
このように、様 な々分野の設計業
務を手掛けていますが、当社は技術
が全てであり、その根幹をなすのは
「人（社員）」です。当社の経営方針
の柱は、「人が基本」という概念であ
り、「人を育む」ことにあるのです。ビ
ジネスの最前線にいる社員の意見
が迅速に反映できるボトムアップの
風土の中で、またチャレンジ精神と
情熱に溢れた前向きな議論が飛び
交う中で社員を育むとともに、社員の
生活を豊かにし、幸福にすることが
私の使命であると考えています。一
方、社内では“自分に負けるな 自分
を変えろ”“時代に負けるな時代を変

■創 業：１９５９年８月
■設 立：１９６４年１月
■所 在 地：長崎県長崎市
■資 本 金：２４百万円
■従 業 員：２６７名（男性２０９名、
女性５８名）

■事業内容：発電プラント、産
業用機械等の設計。自動車用
電装品の自動評価システムの
開発、設計。ＰＣサーバー管
理システムの開発、構築。
■設計拠点：本社・長崎事業所
（長崎県長崎市）、高砂事業
所（兵庫県高砂市）、神奈川
事業所（神奈川県横浜市）

不動技研工業株式会社

�本浩邦氏
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えろ”のスローガンを掲げ、全社員が
時代の急激な変化に遅れることなく、
現状の自分自身を乗り越えることが
できた時、そこに個 人々の成長があり、
後に企業の発展があると常 言々い聞
かせています。

社員満足の先の顧客満足へ
当社では、毎年開催している経営
計画発表会等を通じて、お取引先の
みならず社員にも経営状況を公表し
ている他、毎月の損益状況について
も全社員に開示し、「我が社がどうあ
るべきか」そして「成果を出すために
自身が何をなすべきか」を、社員一
人ひとりが考える組織作りに努めて
います。こうしたことを前提に、年功
序列を廃止し、成果主義（結果主義
ではなく過程も評価する）給与システ
ムを導入し、社員に責任感を持たせ
ています。社員が当社で働くことの
やりがいや喜びを感じることで、お客
様に対しても誇れる仕事ができるの
ではないか、社員の満足の先に顧客

満足があるのではないかと思ってい
ます。

「誠実、創意、実行」、設立５０周年に
向けて
創業以来、総合エンジニアリング
企業としてお客様のあらゆる設計
ニーズにお応えしてまいりました。し
かし、当社がさらなる飛躍を遂げる
ためにも、今後は、特定の分野にお
いて全国的に認知されるような技術
的評価を獲得するべく、技術の開
発・研鑽に努めてまいります。簡単に
言いますと、当社の企業価値（技術
力）を「上場できるレベル」まで向上
させたいと考えています。また、昨今
経済成長が著しい東アジアへの海
外進出を視野にいれた事業所展開
も検討していきたいと思っています。
今後も、社是である「誠実、創意、実
行」を胸に、５年後の会社設立５０周
年を目指して、いつも誠実さを忘れ
ず、創意を持ってお客様に解決策を
提案し、確実に実行してまいります。

親和銀行
取締役頭取 鬼木 和夫

今回、当社の３次元設計につ

いてアニメーションを交えてご

説明いただくとともに、設計現

場を案内していただき、普段か

ら目にするすばらしい構築物も、

その背景に卓越した設計技術が

あってこそのものであることを、

改めて認識しました。これから

も、仕事への情熱と豊かな創造

力をもって、総合芸術作品とも

呼べる構築物を設計されていく

ものと期待しています。

３Ｄ－ＣＡＤ（ウォークスルー） ３Ｄ－ＣＡＤ（Ｐｒｏ‐Ｅ） 当社が関わった火力発電プラント

アニメーションプレゼン 本社にて
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九州企業のアジアビジネス動向 ～アジアビジネス戦略フォーラムから～

九州大学大学院教授

丹羽 由一

はじめに

未曾有の経済危機が日本を直撃しています。

とくに近年、輸出に依存して成長してきた九州

の産業界にとっては、ビジネスモデル自体が崩

壊しかねない状況です。日本経済全体としては、

１９８６年に中曽根内閣の下で「前川レポート」が

提唱した「内需主導型の経済成長への転換」が

今回も究極の解決策であることは明らかですが、

ミクロのレベルではなかなか理論通りにはいき

ません。実際問題として、この先九州企業はど

こに活路を見出せば良いのでしょうか。

そのキーのひとつはアジアです。前回も申し

上げましたように、九州企業の強みは「アジア

に近いこと」で、これに「アジア市場の堅実な

拡大」「日本製品の高信頼性とブランド」「日本

の技術力ときめ細かなサービス」などが加わる

ことにより、さまざまなビジネスチャンスが生

まれるのです。

しかし一方、アジアビジネスには高いリスク

もあります。グローバルに展開している大企業

はともかく、中堅・中小企業にとっては、「い

つ」「どこに」「どのように」進出するかを見極

めるのは容易ではありません。世界金融危機や

チャイナリスクなど、アジアのビジネス環境が

ますます不透明化するなかで、各企業はどのよ

うな戦略をとるべきでしょうか。

このような経営者の方々のご関心に応えるべ

く、０８年１１月に九州大学と福岡銀行の主催によ

り「アジアビジネス戦略セミナー」が３００名の

ご参加を得て盛大に開催されました。内容とし

ては、関志雄先生による基調講演「中国経済の

現状と課題」と、内外の研究者・実務家の方々

によるパネルディスカッション「九州企業のア

ジアビジネス」の二本立てで、北京五輪後、世

界金融危機下での中国経済の成長持続力や今後

の構造改革の可能性、さらには東南アジアやイ

ンドを含めた「チャイナ・プラスワン」の潮流な

どについて討論いただきました。今回はここで

の議論を整理して、いくつかのポイントをご紹

介したいと思います。なお本稿は各出演者の発

言を筆者の見解に基づいて要約・改編したもの

で、内容についての責はすべて筆者にあります。

当面の中国経済の見通し

中国は０３年以降�年連続�桁の成長を遂げま

した。しかし内外の経済情勢の悪化を受けて、

実はオリンピックを待たずに０７年の第二四半期

にすでに今回の景気循環のピークを打って減速

寄稿

１９７７年東京大学経済学部卒

日本開発銀行入行。ハーバード

大学客員研究員、大蔵省シニアエコノミスト、日本経済

研究所総務部長、日本政策投資銀行シンガポール事務所

長、えひめ地域政策研究センター常務理事を経て２００８年

より現職。
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局面に入っています。

景気減速の原因はどこにあるのかというと、

必ずしもアメリカの消費低迷というわけではな

く、外部の要因以上に実は内部の要因が大きく

働いています。特に強調したいのは、好景気の

もとで０７年以降インフレ率が上昇し、その対応

として中国政府も金融引締め、例えば金利を上

げるとか、さらには人民元の切上げを加速させ

るような政策をとったことです。これが投資、

消費、輸出にマイナスの影響を与え、そのうえ

に今回のアメリカ発の金融危機が加わったわけ

です。

確かにアメリカはこれからさらに不況が深ま

るだろうと思います。しかしながら、これを受

けて中国経済が大変なことになるとは思いませ

ん。中国の潜在成長力がもともと高いことに加

え、中国経済はアメリカや日本の景気変動と相

関関係が薄いことがその理由です。また中国は

日本と違ってお金の出入り、いわゆる資本移動

に関してまだ厳しく制限されているので、金融

危機の影響は相対的に小さいとも言えます。し

かも仮に成長率がさらに下がったとしても、中

国政府としてまだ金融政策、財政政策における

対応の自由度は十分に確保しています。

金融政策に関しては、景気上昇局面では�、

�半期遅れてインフレ率の上昇が確認できてい

ます。直近で言えば景気のピークは０７年第�四

半期でしたが、�、�半期遅れて０８年の第�四

半期に消費者物価がピークを打ったわけです。

それ以降中国の成長率は下がってきているので、

少しのタイムラグをもっていずれインフレ率の

低下に反映されるだろうと思います。これは金

融緩和の前提条件が得られたわけで、実際中国

は昨年�月以降に�回にわたって金利の引き下

げを実施しています。

財政政策に関しては、中国の国債発行残高は

まだＧＤＰの２０％程度と、日本の１６０％超と比

べて非常に低い水準となっています。実際、日

本でも大きく報道されたように、昨年１１月上旬

に５７兆円規模の大規模な景気対策が打ち出され

ています。これはインフラ投資と企業の投資減

税が中心となりますが、これをもってすれば今

年の中国の成長率は恐らく�％程度に維持でき

ると思います。

確かに株価もピーク時と比べて�割くらい下

落しましたし、不動産価格も崩れ始めており、

日本の９０年代と同じようにバブルが崩壊して

「失われた１０年」が待っているとか、またはオ

イルショック以降の日本のように高度成長期が

それをもって終焉するのではないかという懸念

も一部にあります。もちろん中長期的に見れば、

少子高齢化とか、または後発性のメリットが先

進国に近づくにつれてどんどん薄れていくこと

から、成長率が低下することは間違いないので

すが、この先の�、�年間で急激に下がること

は想像しにくい状況です。

この数年間の１０％以上の成長はできすぎと考

えても、目先の数年間の�％成長は十分維持で

きます。その比較の対象は９０年代の日本ではな

く、６０年代の日本です。東京オリンピックの後、

日本も不況に陥った時期がありましたが、その

後の反転は非常に早く、しかも力強かったので

す。やはり当時は日本もまだ新興国と呼ばれて、

成長性もそれなりに高く、後発性のメリットも

残っていたわけです。同様に、中国の潜在成長

率が例えば�％程度とすれば、調子がいいとき

は１２～１３％までいきますが、悪いときは�～�

％に下がる程度です。今はまさにその「悪いと

き」ですが、それは�～�％まで下がるという

ことは意味しません。

あとで振り返ってみれば、「２００８年のアメリ

カ発金融危機は、中国のグローバル大国への台

頭を象徴する出来事であった」ということにな

ると思います。
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中国経済の構造問題

ただ今の成長パターンがこのままいつまでも

続くわけではありません。成長戦略の限界が少

しずつ見え始めており、中長期的にはいくつか

の構造問題に直面することは不可避です。その

一つは少子高齢化で、中国では人口の年齢構成

が急速に変わりつつあります。

ご存知のとおり中国の一人っ子政策は８０年代

の初めごろから徹底されて、最初は子供の数が

減るという形で少子化が進み、その裏返しで生

産年齢人口、例えば１５歳から５９歳までの人口の

比率はどんどん上がっていきます。これは一種

の「人口ボーナス」と呼ばれるもので、労働力

が豊富であると同時に、貯蓄率も非常に高くて

投資に回る資金力も潤沢にあり、したがって投

入量の拡大による成長が実現できたわけです。

ただここにきて一人っ子政策のツケがそろそ

ろ回ってきて、中国は非常に速いペースで高齢

化社会を迎えることになります。国連の推計で

は、生産年齢人口は２０１５年以降絶対数でみても

減少に転じ、人口ボーナスは今度は逆に「人口

の罰金」という形に変わります。そうなると当

然中国の潜在成長率は下がって行きます。これ

に少しでも歯止めをかけようとするためには、

クルーグマンが指摘したように「投入量拡大の

成長から生産性上昇による成長へ（量的成長か

ら質的成長へ）転換しなければいけない」とい

うことです。

もう一つは地域格差の問題です。中国には３１

の省と�つの直轄市、さらに少数民族の自治区

がありますが、その中で一番発展してきた上海

の、一人当たりＧＤＰは昨年８，５００ドルに達し

ているのに対し、一番遅れている貴州省はまだ

８００ドル前後です（表�）。地域格差は最大で１０

倍ということになり、東京と沖縄の格差が２．２

対�の日本とは比べものになりません。

このままだと社会が不安定化するという心配

もさることながら、もっと具体的な問題として、

この格差が広がると「消費を中心に内需を拡大

させていく」ことが困難になります。実際に格

差拡大につれて、民間消費の対ＧＤＰ比は近年

の高成長にもかかわらずむしろ下がってきてい

るのです。つまり、今の高成長は需要サイドに

おける強い消費によって牽引されているわけで

はなく、民間需要はむしろ低迷しています。

これは一般のイメージと若干ギャップがある

かと思います。この数年間、株価は上がり、不

動産価格も上がり、高額製品や自動車が非常に

売れていたというニュースばかりでした。しか

し�億人の農民の所得はなかなか増えず、全体

としては消費が低迷しているのです。

では格差を是正するためには何が必要でしょ

うか。一つ目は「国内版ＦＴＡ（自由貿易協定）」

です。ＦＴＡは国と国の間で結ばれるものです

が、中国では戸籍の問題に象徴されるように、

ヒト、モノ、カネに関して、省をまたぐとまだ

多くの制約が残っており、いわゆる統一国内市

場は出来ていないのです。

二つ目は「国内版雁行形態」です。これは６０

寄稿

上 海 市 ８．５ 千ドル

北 京 市 ７．２

天 津 市 ５．９

浙 江 省 ４．８

江 蘇 省 ４．４

広 東 省 ４．３

・ ・

・ ・

安 徽 省 １．７

雲 南 省 １．５

甘 粛 省 １．３

貴 州 省 ０．８

中 国 全 土 ２．５

表１ 中国の地域別１人当たりＧＤＰ
（２００７年）

（出所） 中国統計摘要２００８
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中　国�

ASEAN

日　本�インド�

拡大アジア戦略

年代の日本の繊維産業などにみられた衰退産業

の段階的海外移転のことですが、中国でも最近

は賃金が上昇し、人民元が強くなり、生産コス

トが全体的に上昇しています。そこで中国企業

も工場をたたんでベトナムやインドネシアに移

転する動きが活発化していますが、それを国内

の遅れた地域に持っていけば新たな競争力を

持った産業として生まれ変わるのです。

三つ目は「国内版ＯＤＡ」です。これは政府

開発援助のことですが、豊かな地域から取った

税金の一部を日本の地方交付税のような形で内

陸部に再分配することも求められるのではない

かと思います。

以上の話を一語でまとめると、中国が直面し

ている課題は一つは効率性の問題、いかに生産

性を高め「量から質への転換」を進めていくの

か、もう一つは公平性の問題、いかに経済発展

の果実を国民の全体に行き渡らせるかというこ

とになります。この二つは両立する場合もある

し、トレードオフする場合もあります。このバ

ランスをどうとっていくかが今後の中国経済の

ポイントです。

チャイナ・プラスワンの潮流

次に中国以外に目を転じてみると、アセアン

とインドが浮かび上がってきます。日本の企業

がアジアビジネスを考える場合は、どこでどう

いう風に持続的な成長性と収益性を確保するの

かということが最大の関心です。どの大手企業

も７０年代はいわゆるアジアＮＩＥＳといわれた

韓国、台湾、香港、シンガポールに進出し、８０

年代から中国の時代、９０年代はインド、その次

はＢＲＩＣｓ、そしてポストＢＲＩＣｓとしてＮ

ＥＸＴ１１、イスラム金融の世界にまで舞台が

移っています。

この中で成長性、収益性をいかに追及するか

試行錯誤してきたわけです。東証上場企業１，７００

社の地域別営業利益をみますと、０８年�月決算

ベースでは日本で儲けた営業利益が１４兆円、海

外が�兆円です。そして海外�兆円のうちアジ

アの利益が米州の利益を超えたということは大

変象徴的な出来事です。

一方、最近はアセアンと中国の間で、貿易が

年率２０％台で増えています。２０％ということは

�年後に倍になるということです。中国とアセ

アンは強烈な投資と貿易が動いています。従っ

て今のアジア戦略は、日本＝中国＝アセアンと

いう三角形の構図になりました。

そしてこれに加わるのがインドです。インド

へ進出している日本企業はこの間までわずか数

十社でしたが、０５年に３２０拠点、０８年の�月に

５５０拠点、そして１０年に１，０００箇所を超します。

これは中国へ進出したパターンと一緒です。中

国では、最初数十箇所から数百、数千になって、

�万５，０００拠点になったわけです。

さらに激しいのはインド＝アセアン＝中国の

三角関係です。アセアンとインドの貿易も年率

�割で伸びています。中国とインドの間のヒト、

モノ、カネに至っては年率�割で伸びています。

�割というと、�年で倍になるということです。

そうすると確実に、インド＝中国＝アセアンの

トライアングルで巨大な経済圏が出来つつある

ということです。
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先ほどの日本＝中国＝アセアンのトライアン

グルとあわせて考えると、中心となる軸は間違

いなく中国とアセアンのラインです。これが今

のアジアの構図です。日本の大手企業としては、

日本の少子高齢化や人口減が進行するなか、こ

こはやはりアジアを見ながら考えないといけま

せん。アジアに打って出るか、アジアのダイナ

ミズムを取り込むか、このあたりが１０年以降の

最大のポイントになると思います。

九州経済とアジア

９０年代以降九州経済が国際化するなかで、ア

ジアとの関係もどんどん緊密化してきました。

一つは、九州とアジアの人的交流が拡大してい

るということです。０７年の九州の入国外国人数

は過去最高の９２万人、あと一息で１００万人とい

うレベルに達しています。なかでも韓国人の入

国が大幅に増加しました。０８年の�月以降は

ウォン安となって状況が変わっていますが、少

なくとも０７年までは非常に順調だったというこ

とです。そして、これからは中国からの観光客

が期待できるのではないかと思います。そうし

たなかで観光ビジネスにチャンスが訪れます。

アジアに出かけなくても、国内でアジアビジネ

スができるという視点は重要です。

二つ目は物流ですが、物流も地の利を生かし

た事業が九州で展開されています。全国に誇れ

る、アジアの中でも注目できる物流が九州と韓

国、九州と中国、あるいは福岡空港を使った航

空貨物ネットワークで実践されています。中国

との関係では上海スーパーエクスプレスが非常

に有名です。こうした中で、地場の物流業者も

様々なビジネスチャンスを生かしながら活発に

活動しています。

三つ目ですが、貿易・投資の分野に関しては

出遅れているという感じがします。もちろん個

別にはいろいろと頑張っている企業がたくさん

ありますが、全体として見ればまだまだレベル

は低いと感じます。九州のアジア貿易は０７年に

過去最高となりましたが、中身を詳細に見ます

と、鉄鋼、化学、自動車、半導体など東京に本

社を置いた大企業の九州工場が輸出に貢献して

いるということで、まだまだ地場企業の活躍の

場は限定的です。九州企業の海外進出は今３３６

社ほどあり、件数も１，２００件を超えていますが、

これでも全国に占める割合は�％程度に過ぎま

せん。

ただ、九州のアジアビジネスに対し決して悲

観的になる必要はありません。特に中国市場は

大きな可能性を秘めていますから、これに上手

くビルトインしていけば九州企業の活躍の場と

いうのは拓けてくるのではないかと思います。

その方法として、一つは内需型のアジアビジネ

ス、これまであまり海外、あるいはアジアと縁

がなかった企業、産業がアジアや海外に出て行

くことを期待します。こうした分野では地場の

優良企業が多くありますし、資本力もリスク対

応力も持っています。それからアジアが所得を

上げていきますとサービス市場がどんどん発達

していきます。従って、この分野に九州の企業

が出て行く可能性もあると思います。

二つ目は技術力のある地場企業のアジアビジ

ネスです。九州は半導体産業と環境産業の集積

が非常に高いので、これらが本格的にアジアに

進出していくと期待します。そして、いま盛ん

に議論されている道州制のメリットが一番出て

くるのがこのあたりだと思います。いろいろな

商談会や事前調査のためにチーム九州というの

を作って派遣したり、あるいは九州上海事務所

の機能をもっと拡充して、アジア各地域で九州

事務所を作ったり、こういうことができれば九

州とアジアが一体的に発展する可能性が広まっ

ていくのではないかと考えています。

寄稿
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「電子マネー」拡大の可能性とＦＦＧグループの取り組み

はじめに

インターネットの普及によるオンライン化が

進む中で、新たな決済手段のひとつとして電子

マネーが導入されました。２００１年当時の数年間

は現在のような広がりはみられなかったものの、

近年の「Ｅｄｙ」（エディ）や「Ｓｕｉｃａ」（ス

イカ）の普及、さらには携帯電話を利用したお

サイフケータイ等の登場によって、電子マネー

の存在は私達の普段の生活の中でより身近な存

在になってきました。福岡でも、昨年登場した

西日本鉄道の「ｎｉｍｏｃａ」（ニモカ）に加え、

今春からＪＲ九州の「ＳＵＧＯＣＡ」（スゴカ）、

福岡市営地下鉄の「はやかけん」が登場し、こ

れで福岡市内の鉄道３社のＩＣカードが出揃い

ました。そこで今回は、２００８．８ＶＯＬ．３の調

査月報（「福岡エリアにおけるＩＣカード乗車券

導入の動向」）に続き、ＩＣカード≒いわゆる「電

子マネー」の定義や現状を確認した上で、その

可能性や導入事例などについてレポートします。

１．電子マネーとは

�電子マネーの定義
まず、「電子マネー」の定義について確認し

ます（少し、形式的な分類から説明に入って行

きます）。１９９６年６月に旧大蔵省から公表され

た「電子決済及び電子マネーの環境整備に向け

た懇談会報告書」によると、電子マネーを「利

用者から受け入れられる資金（発行見合資金）に

応じて発行される電磁的記録を利用者間で授受、

更新することによって決済が行われる仕組み、

またはその電磁的記録自体をいうことにする」

と定義しています。また、旧大蔵省による翌９７

年５月の「電子マネー及び電子決済に関する懇

談会」の報告書では、電子マネーとは「決済手

段の電子化の仕組みにおいて貨幣価値を有する

とされるデジタル・データ」と定義されていま

す。

つまり、電子マネーとは「広義」の意味では

「お金」や「支払手段」を役割とする電子的な

サービス≒いわゆる「電子的決済」のことを意

味しており、銀行での振込みやクレジットカー

ドによる支払いなども「広義」の電子マネーに

あたるとされています。一方、「狭義」の意味

での電子マネーとは、金銭的な価値をＩＣカー

ド等に貯蓄し、それを用いて決済を行う「小額

決済用のツール」を意味します。最近の電子マ

ネーの拡大は、この「狭義」の意味での電子マ

ネーの普及と言えそうです。

�電子マネーの種類
電子マネーと言えば「Ｅｄｙ」、「Ｓｕｉｃａ」、

「ＰＡＳＭＯ」（パスモ）、「ｎａｎａｃｏ」（ナナ

コ）、「ＷＡＯＮ」（ワオン）といった名称がよく

知られています（一度は耳にしたことがある用

語ではないでしょうか？）。上記の他にも電子

マネーには別の分類も可能です。

ここでは大きく２つのカテゴリーに分類する

ことにします。１つは「ネットワーク型電子マ

ネー」で、もう１つは「ＩＣ型電子マネー」で

す。

�ネットワーク型電子マネー
ここで言う「ネットワーク型マネー」とは、

インターネット上での利用のみを想定したサー

ビスを意味し、具体的には「ＢｉｔＣａｓｈ」（ビッ

トキャシュ社）や、「ＷｅｂＭｏｎｅｙ」（ウェブ

マネー社）などが提供するサービスがこれに該

当します。「ネットワーク型マネー」の特徴は、

お金を文字や数字などの文字列情報に変換する

ことで、インターネット上のオンラインショッ

ピングやサービスの購入が手軽にできる点にあ

ります。ただし、このようなネット決済用の仮

想マネーは、事前に店頭などで購入手続きをし

なければならない手間やサービス間の互換性の

低さといった課題も挙げられている様です。

産業調査
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�ＩＣ型電子マネー
新たに注目されているのがＩＣチップを利用

した電子マネーです。特に、前述した「Ｓｕｉ

ｃａ」や「ＰＡＳＭＯ」、「ｎａｎａｃｏ」、「ＷＡＯ

Ｎ」、「ｉＤ」（アイディ）などがこのＩＣ型電子

マネーと呼ばれるものです。非接触ＩＣ技術を

利用した電子マネーは、従来から乗車券として

交通各社が使用していた磁気タイプのカードと

異なり、商品の購入や飲食店での支払いなどの

様々な場面で現金やクレジットカードに代わる

決済手段として、この非接触ＩＣ型電子マネー

が主流となりつつあります。

また、非接触ＩＣ型電子マネーには２つのタ

イプに分かれます。それは「プリペイド型」と

「ポストペイ型」の２種類です。

「プリペイド型」とは、事前にクレジットカー

ドや預金口座＊１から電子マネーへチャージ（入

金）し、チャージした金額の範囲内で利用する

「前払い式」の電子マネーであり、「ポストペ

イ型」とは、電子マネーで利用した金額をクレ

ジットカードなどで後から一括して支払う「後

払い式」する電子マネーとなります。

本稿では、非接触ＩＣ型電子マネーの中でも

「プリペイド型」と呼ばれる電子マネーについ

て、説明を行っていきます。
（＊１「ふくぎんモバイルバンキング会員」のお客様を対象に預金
口座から電子マネーにチャージすることが可能です。詳しくは、
後段にご紹介しています。）

２．電子マネーの現状

�電子マネー普及までの経緯
日本における電子マネーサービスの始まりは、

ソニーやＮＴＴドコモ等が共同で設立したビッ

トワレット社が電子マネー「Ｅｄｙ」のサービ

スを開始した２００１年からです。

同年、ＪＲ東日本（首都圏）がＩＣ乗車券と

しての「Ｓｕｉｃａ」、０３年にはＪＲ西日本（関

西圏）がＩＣ乗車券「ＩＣＯＣＡ」（イコカ）の

取り扱いを開始し、０４年には関西の私鉄・バス

各社によるスルッとＫＡＮＳＡＩ協議会がＩＣ乗

車券「ＰｉＴａＰａ」（ピタパ）の導入を開始し

ました。このように交通各社は、いち早く乗車

券のＩＣ化に乗り出しＩＣ化が普及する担い手

として先行しました。

一方、２００７年には、流通企業大手であるイオ

ングループが電子マネー「ＷＡＯＮ」を、セブ

ン＆アイグループが電子マネー「ｎａｎａｃｏ」

のサービスを開始しました。このように、「Ｅ

ｄｙ」に始まる電子マネーは、発行主体を「交

通系」から「流通系」へと移行させて行きまし

た。

こうして「交通系」から広がりを見せた電子

マネーは、当初は首都圏など限られた地域から

スタートしたものの、発行主体に「流通系」が

加わったことで、取扱い加盟店が駅周辺の限ら

れた地域から大型チェーン店やコンビニエンス

ストア、家電量販店の加盟によって全国に広が

りながら同時に利用者をも増やしていったので

す。

産業調査

電子マネーの定義
広義の電子マネー：電子的決済（銀行等での振込み、インターネットバンキング、クレジットカードによる支払など）

狭義の電子マネー
クレジットカード等 デビットカード

ネットワーク型 ＩＣ型
利用媒体 ＩＤ カード（非接触） カード（非接触） カード カード
アクセス手段 パスワード 携帯電話 携帯電話 （接触） （接触）

日本における
サービス例

ＷｅｂＭｏｎｅｙ Ｅｄｙ Ｅｄｙ ＱＵＩＣｐａｙ ＱＵＩＣｐａｙ

各種
クレジットカード

Ｊ‐Ｄｅｂｉｔ
ＢｉｔＣａｓｈ Ｓｕｉｃａ Ｓｕｉｃａ ＶｉｓａＴｏｕｃｈ ＶｉｓａＴｏｕｃｈ Ｖｉｓａ‐Ｄｅｂｉｔ
ＮＥＴＣＡＳＨ ｎａｎａｃｏ ｎａｎａｃｏ ｉＤ ｉＤ
ちょコム ＷＡＯＮ ＷＡＯＮ ＰｉＴａＰａ

ＰＡＳＭＯ ＰａｙＰａｓｓ
ＩＣＯＣＡ Ｓｍａｒｔｐｌｕｓ

決済タイミング プリペイド方式 ポストペイ方式 即時
（出所） 日本銀行
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�電子マネーの市場規模
日本銀行が公表した「電子マネー決済に関す

る利用実態の調査」結果によると、２００８年３月

末時点の６つの電子マネー（「Ｅｄｙ」、「Ｓｕｉ

ｃａ」、「ＩＣＯＣＡ」、「ＰＡＳＭＯ」、「ｎａｎａｃ

ｏ」、「ＷＡＯＮ」）の発行枚数は８，０６１万枚に達し

ました。このうち、携帯電話に搭載された電子

マネーは９４２万枚で全体の１割程度（１１．７％）を

占めています。また、上記電子マネーによる０７

年度中の決済件数も大幅に増加傾向にあります

（０７年の決済件数は０６年比で８３％増の８億１，０００万件。決済金額は

同年比の約２倍にあたる５，６３５億円に達しています）。さらに、

電子マネー１件あたりの平均決済金額は６９６円

となっており、デビットカードの６万６，０００円、

クレジットカードの１万２，０００円と比べると、

電子マネーは少額小口決済に利用される傾向に

あることが日本銀行の公開資料から浮き彫りに

なりました。

今後、さらなる電子マネーの拡大によって、

その市場は数兆円規模にまで成長すると予測さ

れており（国内の民間最終消費支出の約３００兆

円のうち小額決済市場は５分の１の約６０兆円）、

小額決済市場の大半を電子マネーが占める日も、

そう遠くないかもしれません。

�九州における電子マネーの現状
現在の九州でも「交通系」による電子マネー

が広がりを見せています。

福岡市では、２００８年５月に「西日本鉄道」が

「ｎｉｍｏｃａ」を導入し、本格的なＩＣ乗車券

の利用が始まりました。ご存知のとおり「ｎｉ

ｍｏｃａ」には、３つのタイプがあります。

� 会員登録が不要でバス・電車の利用のみポ

イントが付与される「ｎｉｍｏｃａ」

� 会員登録が必要で買い物（ショッピング）に

もポイントが付く「スターｎｉｍｏｃａ」

� クレジット機能を付加した「クレジットｎ

ｉｍｏｃａ」

の計３種類です。様々なシーンで利用者の用途

に応じた機能を選べる電子マネーが「nimoca」

の特徴となっています。

残り２つの鉄道会社についても、０９年３月に

は、ＪＲ九州の「ＳＵＧＯＣＡ」が、福岡市営地下

鉄の「はやかけん」がサービスを開始しました。

更に、２０１０年にはこの福岡市の鉄道３社（「西

日本鉄道」、「ＪＲ九州」、「福岡市営地下鉄」）と

ＪＲ東日本の相互利用が可能となり、出張が多

いビジネスマンを中心に利便性は益々向上する

ものと期待されています。

その他、九州を見渡してみると、長崎県では

県内の交通各社が０２年に共同発行を開始した

「長崎スマートカード」があります。全国に先

駆けて、運営主体の異なる交通会社同士がＩＣ

乗車券の共用化を可能にしたカードとして普及

しています（０８年９月からは、クレジット機能

付きのカードの利用も発行されています。現在

は長崎県交通局、長崎自動車、さいかい交通、

佐世保市交通局、西肥自動車、島原鉄道（バス）、

長崎電気軌道で利用可）。

その他、九州初（２００１年９月）のＩＣ乗車券と

なる北九州市交通局の「ひまわりバスカード」、

宮崎交通の「宮交バスカ」、鹿児島市交通局の

「ＲａｐｉＣａ」（ラピカ）など、九州各地でも

電子マネーの普及が進んでいます。

３．電子マネーの可能性

今度は、電子マネーの可能性を「加盟店」の

立場から考えてみます。「加盟店」にとっての

電子マネーの魅力は、「利用者の囲い込み」と

いえるでしょう。「簡単・便利・スピーディ」
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といった利用者のニーズにいち早く対応し、利

用者の利便性が向上することで、「加盟店」の

利用機会（収益機会）が増えていくことが期待さ

れます。

また、加盟店が増えていくことによって（系

列店以外の他分野との連携が強化）、利用者の

ポイント利用の機会が増し、これによって取扱

い加盟店の利用機会（収益機会）も更に高まって

いくことも期待できます。

現在、チェーン店など大型店を中心に加盟店

は増加する傾向にありますが、今後は、「個人

商店」や「小規模店舗」なども加盟店に加わる

ことによって、利用者にとっては、大型店や

チェーン店で購入するのと同じような効果（ポ

イントの付与や交換が可能）が得られる方向に

あります。

例えば、地域の商店街などで利用を考えた場

合、商店街での独自のサービスを提案していけ

ば、商店街での店舗間における新たなシナジー

効果も生まれ、商店街への利用者を増やしてい

くツールとして利用できるのではないでしょう

か？

今後は、地域特性にあわせた最適な戦略を考

えることで、電子マネーが「地域通貨」として

の役割を担う可能性も秘めています。

４．電子マネー及びＩＣカードの導入事例と

当グループの取り組み

ここで、電子マネーの利用を商機と捉え、ユ

ニークな取組みを行っている事例や、効果的な

サービスを行っている事例をいくつかご紹介し

ます。

�電子マネー導入の事例
�久里浜商店街
神奈川県横須賀市にある「久里浜商店街」

（１５２店舗）は、２００８年８月のジャスコ久里浜

店のオープンに合わせて、商店街のうち１５店で

イオングループの電子マネー「ＷＡＯＮ」を同

１２月に導入しました。これは、商店街全体がイ

オンのモールのように共存共栄を旗印としたコ

ンセプトのもとでの取り組みを進めた新しい事

例です。電子マネーを仲介とした「地域商店街」

と「大型小売店」とを結んだ一つの良い例とし

て、地域活性化効果が期待されています。

同様に九州内でも、福岡県の「天神地下街」

や熊本県の「上通り商店街・下通り商店街」、

鹿児島県の「天文館」などで、消費拡大と商店

街の活性化を狙った電子マネー導入の動きが相

次いでいます。

�九州大学（ｅ－プロジェクト）
九州大学では、大学内の電子化・情報化によ

る学生へのサービス向上と業務の効率化・高度

化を推進するため、学生証と教職員証のＩＣ

カード化を進めており、この４月より本格導入

を開始しました。このＩＣカードを用いて、建

物の入館、図書館の利用、設備・施設の利用は

もちろんのこと、コンビニや生協を利用した商

用サービスなどの学内サービスの利用も可能と

なっています。学外でも、電子マネーによる

ショッピングや交通機関（ＪＲ九州、市営地下

鉄等）の利用も検討されており、学生証・職員

証が一枚あれば、学内外の日常生活が随分と便

利になる仕組みづくりを全国の大学に先駆けて

実施しています。

�「ｎｉｍｏｃａ」取扱い加盟店
「ｎｉｍｏｃａ」で は、「ｎｉｍｏｃａ」の 取 扱

い加盟店を対象として、利用者の情報をデータ

化し還元するサービスを行っています。これは、

「ｎｉｍｏｃａ」オリジナルのサービスであり、

取扱い加盟店を拡大させる重要なツールとして

注目されています。具体的には、利用者が持つ

情報のデータ化（年齢、性別などの利用者の属

性等）を行い、データを加盟店に還元すること

で、加盟店は利用者の嗜好を把握し、利用者全

体の特性を分析・体系化することでマーケティ

ングによる顧客戦略に役立てることが可能とな

ります。例えば、日々の利用者の人数や金額の

産業調査
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情報を確認できたり、店舗ごとの商圏分析、駅

やバス停を出発点とした利用者の動線を分析す

ることで、様々な経営戦略や顧客分析が行える

サービスの提供を行っています。

�ＦＦＧグループの取り組み
�「ＦＦＧカード」との提携カード「ＪＭＢ
ｎｉｍｏｃａ」発行

ふくおかフィナンシャルグループでは、今春

（２００９．４．２７）か ら「ＦＦＧカ ー ド」（ＦＦＧグ

ループのクレジットカード会社）を通じて、西

鉄ＩＣカード「ｎｉｍｏｃａ」およびＪＡＬのマ

イレージプログラムである「ＪＡＬマイレージ

バンク」にクレジットカード（ＶＩＳＡ）の機能

を一体化させた多機能カード「ＪＭＢｎｉｍｏｃ

ａ」の募集を開始します。航空機の利用、日々

のバス・電車での異動、お買い物が一つのカー

ドで可能となり、「空」と「日常生活」の様々

なシーンでマイルやポイントがたまります。ま

た、「ＪＡＬマイレージバンク」のマイルと「ｎ

ｉｍｏｃａ」のポイントとの相互交換も可能と

なっています。

更に、オートチャージ＊２やクレジットポイン

トといったクレジット機能を活用したサービス

も付帯しており、便利でオトクな多機能カード

を提供しています。「ＪＭＢｎｉｍｏｃａ」の募集

開始にあたっては、入会促進キャンペーンなど

様々なプロモーションを行います。詳しくは「Ｆ

ＦＧのホームページ」をご覧いただくか「ＦＦ

Ｇカード」までお問い合わせください。
＊２「オートチャージ」とは：ＩＣ乗車券の残額があらかじめ設
定した金額を下回っている場合に改札機、バス車載機にて一定金
額を自動的にクレジットチャージする仕組みのこと

�ＦＦＧグループのサービス
「ＦＦＧグループ」では、ふくぎんモバイル

バンキング会員のお客様に対し「福岡銀行Ｅｄ

ｙチャージアプリ」の操作によって、お客様の

預金口座から「ＮＴＴドコモ（ＦＯＭＡ機種）」

や「ＳｏｆｔＢａｎｋ」の「おサイフケータイ」

の電子マネー「Ｅｄｙ」にチャージ（入金）する

サービスを提供しています。モバイル「Ｅｄｙ」

をお使いの皆様の利便性を更に向上させるサー

ビスとして、チャージサービスをクレジット機

能からだけではなく、預金口座からも利用して

いただくことができるサービスとなっています。

「ＦＦＧグループ」では、今後ともお客様にご

利用していただける電子マネーサービスを提供

してまいります。ご期待ください。

おわりに

電子マネーは、近年の急速な普及によって、

生活の中に溶けこみつつあります。今後、発行

主体や加盟店の連携が進み、互換性が拡大する

ことによって、その利便性は格段に向上するも

のと思われます。

電子マネーの可能性は、「利用者」や「加盟

店」にとっても大変魅力的なものとなっていま

す。従来までの個別のポイントカードだけでは

発揮しきれなかった効果も、加盟店間での連携

によって利便性が向上し、「ｎｉｍｏｃａ」のサー

ビスの様に、そこから得られる顧客情報を上手

く活用することよって更なる利用機会（収益機

会）が生まれていくことが期待されています。

ここで紹介した電子マネーの取組みはほんの

一例ですが、本稿によって「電子マネー」にお

けるビジネスポテンシャルの大きさを少しでも

感じていただけたら幸いです。

まずは、皆様に利用していただき、その便利

さを体感することから始まります。きっと、新

たな発見が生まれてくることでしょう。

（横尾 直樹）
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パルスパワーが環境問�
題に貢献するんですね。�
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魔法の力“パルスパワー”とその産業応用
なみ ひら たか お

熊本大学 バイオエレクトリクス研究センター 浪平隆男 准教授

パルスパワーとは、短時間に発生するテラワットにも及ぶ大電力のこと（テラ
ワットは１，０００，０００，０００，０００W。家庭用の電灯が１００W程度なので、天文学的
な数字です）。このパルスパワーで超高エネルギー状態を作り、通常では起こ
りえない様々な物理現象を起こすことが出来ます。パルスパワーは、様々な産
業でその応用の可能性を秘めています。例えば、効率的な「オゾン生成」・「有害
ガス分解」・「燃料改質」に役立ったり、コンクリート内で発生させれば、高品質な
再生骨材の生産（リサイクル）が可能になるなど、幅広い活用が期待できます。

先生の自己紹介をお願いします！

先生 熊本大学バイオエレクトリクス研究セン
ターにて環境バイオエレクトリクス分野に係る研
究を進めております。環境バイオエレクトリクス
…聞きなれない言葉ですが、具体的には、「電気
エネルギーを制御することでパルスパワーを発生
させ、それを環境浄化やリサイクルへ利用しま
しょう」ということになります。（実は…こう見
えてもまだ３４歳なんです（笑））

どんな技術ですか？

先生 パルスパワー関連の研究の中でも、世界に
� � � � � � � � � �

先駆けて「ナノ秒パルスプラスマ」という技術を
考案しました。ナノ秒単位の極めて短い時間に、
数十ミリジュールという極小のエネルギーで形成
されるものですが、非常に化学活性力が高く、省
エネルギー型のオゾン生成、有害ガス分解、燃料
改質などが可能です。従来のプラズマでもオゾン
生成能力や有害ガス分解能力においては実用化が
十分可能であることが実証されていますが、エネ
ルギーの必要消費量が大きいという欠点がありま
す。これと比較し、私の「ナノ秒パルスプラズマ」
は、これまでにない高いエネルギー効率を実証で
きており、省エネルギーかつ安価な運転コストで
様々な処理が期待できます。

どんなことに使えそうですか？

先生 実用先としては、浄水施設や工場プラント
（事業用オゾン発生装置など）が考えられます。ま
たパルスパワーは使用済みのコンクリートのよう

な固いものの処理もできます。コンクリート内部
へパルスパワー放電を発生させるとプラズマと一
緒に衝撃波も発生して、コンクリートを構成する
「粗骨材」・「細骨材」・「セメントペースト（セメ
ントと水を混ぜた糊状のもの）」を高精度に破砕・
分解することができ、再生骨材としての品質と歩
留まりを格段に向上させることが可能です。更に
既存の粉砕・分離方法と比較し、最終処分材（産
廃物）の削減にも寄与し、リサイクルや環境問題
への配慮にも大きく貢献します。

企業の皆様へのメッセージをお願いします！

先生 これまでに４企業（輸送用機器、非鉄金属、
ガラス・土石製品、コンサルタント業）との共同
研究実績があり、うち１社では実機開発まで終え
た経験も有しております（現在、残りの３社とは
継続して共同研究中）。共同研究先の業種を見ら
れてもわかりますように、パルスパワーの利用先
は無限の広がりを持っておりますので、何かお困
りのことがございましたら、まずお気軽にご相談
ください。

■特願 ２００８‐３３５３６５（ナノ秒パルスプラズマ）

《お問合せ先》
�ＦＦＧビジネスコンサルティング
担当：今泉 ＴＥＬ０９２－７２３－２２４４ ＦＡＸ０９２－７１３－６４８６

（第４回）
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エコアクションポイント事業とは、お客様が
温暖化対策型の商品やサービスを購入す
ると、ポイントを獲得でき、貯めたポイントを
さまざまな商品に交換できるプログラムで
す。CO2削減量も確認できるよ。�

エエココ・・アアククシショョンン・・ポポイインントト事事業業ススタターートト

現在、全国の多くの自治体や企

業が、環境保全に関して様々な形

で取り組んでいます。

ふくおかフィナンシャルグルー

プでは、この事業を支援するため、

�ＦＦＧビジネスコンサルティン
グが�ジェーシービーと協同で同
事業の参加企業の募集および運

営を行っていくこととしました。

そこで今回は、環境省が「国民

参加による温暖化対策の切り札」

として期待を寄せている「エコアク

ションポイント」（�ジェーシービー
モデル事業）についてご紹介しま

す。

「エコ・アクション・ポイン
ト」とは

一般消費者（お客様）が地球温暖

化対策型の商品・サービス（省エ

ネ型製品、リユース商品、環境へ

の寄付等）を購入することでポイ

ントを獲得でき、貯めたポイント

を様々な商品・サービスと交換す

ることができるプログラムです。

また、対象商品・サービスの購入

で削減したＣＯ２削減量の確認も

できます。

この事業の運営のためには、一

般会員のほかポイントを付与する

企業とポイントの交換商品を提供

する企業の参加が必要です。（こ

の企業を、ここではそれぞれ「ポ

イント付与企業」と「ポイント交

換企業」と呼ぶこととします）。

現在のポイント付与企業とポ
イント交換企業

既におよそ１７の自治体や企業

がポイント付与企業となっていま

す（表１）。

また、ポイント交換では、６つ

の団体が合わせて６０を超える交

換商品を揃えています（表２）。そ

の一部をご紹介します。

消費者の参加方法（＝会員登録
方法）と、ポイントの貯め方、
使い方

では、一般消費者はどのように

してこの会員になれるのかを説明

します。会員登録にはインター

ネットを利用できる環境にあるパ

ソコンまたは携帯電話が必要です。

専用ホームページ（http://eco-ap.jp

/）にアクセスするか、または携帯

電話で２次元バーコードを読み

取ってアクセスし、手順に従って

必要な情報を入力して登録します。

（手続きは簡単で、会員登録に伴

う年会費、手数料はかかりません）

次にポイントの貯め方について

ご説明します。対象の商品をお店

で購入すると、「ポイントシート」

または「リーフレット」をもらえ

ます。それには、ポイント数と「ア

クションナンバー」と呼ばれる１４

桁の番号が記載されています。購

入者は、専用のＨＰから会員登録

ＦＦＧニュース

21FFG調査月報 2009年5月



時に指定したＩＤとパスワードを

入力、マイページにログインした

後、この１４桁の番号を入力して

ポイントを貯めることになります。

また、携帯電話やＰＣから、いつ

でもポイント関連の履歴状況やそ

れまでのＣＯ２削減量（貢献量）に

ついての確認ができます。なお、

貯めたポイントの有効期限は２年

間です。

次にポイントの使い方について

ご説明します。現在の交換方法は、

ＰＣもしくは携帯電話からの申込

となります。専用のＨＰから会員

登録時に指定したＩＤとパスワー

ドを入力、マイページにログイン

した後、画面に従って商品選択や

発送先住所・電話番号等を入力し

ていきます。申込が完了後、入力

した宛先へ商品が届くという流れ

です。

ポイント付与企業となるには

それでは、企業（自社）や自治体

がこの事業に参加するにはどうす

ればいいのでしょうか？

条件は、

�法人格を有すること
�エコアクションポイントに対し
て自社（または自治体）の商品・

サービスを提供すること

�経済条件等で合意できること
などです。

条件がそろえば、運営事務局に

参加を申し込みます。事前準備と

して、商品の決定や、ＣＯ２削減

量の算出（解説書に従う）、ポイン

ト数付与の決定などが必要です。

幾つかの条件について�ジェー

シービーや環境省の承諾が得られ

ればいよいよ参加です。アクショ

ンナンバーを発行（注文）し、対象

商品を購入されたお客様にアク

ションナンバーをお渡しすること

になります。

ポイント交換企業となるには

原則として、ポイント付与企業

としての参加が前提となります。

ただし、交換商品の選定は、個別

に事務局と協議して決定します。

ＦＦＧニュース

ポイント交換企業（団体）名 対象商品 交換に必要なポイント数（Ｐ）

事務局提供 カシオ電子辞書 １０，５００

事務局提供 札幌市地下鉄・バス乗車共通「ウィズ
ユーカード」 ５，５００

事務局提供 サントリー「ザ・プレミアムモルツ」１２缶セット ３，５００

事務局提供 オムロン音波式電動歯ブラシ ２，８００

事務局提供 ソーラーステレオラジオ ２，５００

事務局提供 ネイルケア ２，３００

事務局提供 レンジでらくチンゆで卵３個用 １，７００

京都府 株式会社スルッとＫＡＮＳＡＩが発行
するＰｉＴａＰａカードを使用 １，０００

アレフ びっくりドンキーお食事券２，０００円分 １，０００

ポイント付与企業（団体）名 対象商品 ポイント付与数（Ｐ）

�コジマ 省エネ電球 ５０

スペースワールド
ハイブリッドカーでの来園、エコグッ
ズ購入、園内レストランカフェで陶器
カップ利用

それぞれ ５０

京都府 自宅に太陽光発電設備 最大発電能力
１KWあたり５，０００

�阪急交通社 指定のホテルや旅館のオンライン予約 宿泊代金の１％

阪急電鉄� プリペイドカード ３０

�阪急阪神ホテルズ 宿泊プラン「エコプラン」 １００

文化放送 ＱＵＯカード ５０

りそなホールディングス 無通帳口座 ５０

�ジェーシービー ＪＣＢギフトカード２０，０００円分 １００

アレフ（びっくりドンキー） 廃食油の回収（北海道） ５０

木楽舎 雑誌「ソトコト」１年間定期購読申込 ６００

ポイント交換商品の一部ポイント付与商品の一部

表１ ポイント付与企業の一部紹介（２１年３月末現在）

（出所）各種資料をもとにＦＦＧビジネスコンサルティング作成 その他合計、２２団体２３商品

表２ ポイント交換企業の一部紹介（２１年３月末現在）

（出所）各種資料をもとにＦＦＧビジネスコンサルティング作成 その他合計、６団体約６０商品
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工業プロセス�

ポイント付与企業・ポイント
交換企業にとってのメリット

�ＣＳＲ活動としてのメリッ
ト・・参加の事実、および参

加による消費者のＣＯ２削減量

を環境報告書に記載できます。

�販売促進メリット・・エコアク
ションポイントを付与するこ

とで、エコに関心のある層に

対して、エコ商品販売・サー

ビス提供の促進ができます。

�マーケティング活動のメリッ
ト・・エコに関心のある層に

対して新商品などのＰＲがで

きます。

九州での参加企業の募集

エコアクションポイントの内容

に関するお問い合わせは、�ＦＦ
Ｇビジネスコンサルティング（Ｔ

ＥＬ０９２－７２３－２２４１）ま た は�
ジェーシービー九州支社（ＴＥＬ

０９２－７１２－４３９９）までお気軽にど

うぞ。

また、エコアクションポイント

の詳しい内容については、ＨＰ

（http://eco-ap.jp/）をご覧ください。

皆様のお問い合わせをお待ちし

ております。

（酒口 昇）

企業がエコ・アクション・ポイント事業に参加するメリット

排出源 基準年
（１９９０年） ２００５年 増減率

産業部門 ４８２ ４５６ ▲６％

運輸部門 ２１７ ２５７ １８％

業務その他部門 １６４ ２３８ ４５％

家庭部門 １２７ １７４ ３７％

工業プロセス ６２ ５４ ▲１３％

合計 １，０５４ １，１７８

参考資料：国内のＣＯ２排出状況 参考資料：排出源別によるＣＯ２排出量増減率

（単位：百万トンＣＯ２）

（出所）環境省資料

（出所）環境省資料
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観客賞�

観観光光都都市市長長崎崎のの街街にに虹虹ををかかけけるる 親親和和銀銀行行「「アアレレココレレカカーードド」」号号

２００９年�月に「第�回長崎の街
に似合うカラー電車コンテスト」の

結果が発表され、親和銀行の「アレ

コレカード」号が「観客賞」を受賞し

ました。

「カラー電車コンテスト」の概要

と�月２４日に行われた表彰式につ
いてご紹介します。

長崎市内の街並みを賑わすカラフ

ルなラッピング路面電車

路面電車といえば、長崎市の定番

風景のひとつ。個性的なデザインの

カラフルな車両が市内を走り、街並

みを賑わせています。

「第�回カラー電車コンテスト」は、
はがきやホームページによる一般投

票と委員会による審査により決定され

ました。一般投票が２，２２５票集まっ

ていることからも、恒例のイベントとし

てすっかり定着しているといえます。

たくさんのお客さまの投票により、

「観客賞」をいただいた親和銀行の

「アレコレカード」号

審査の結果、親和銀行の「アレコ

レカード」号が、一般投票で最多獲

得の車両に贈られる「観客賞」に選

定され、�月２４日に表彰式が行わ
れました。

主催者側から「カラー電車も年々

美しくなっており、選考が難しくなって

いる」というスピーチがありましたが、

そういう中で、一般のお客さまから最

も多くの支持をいただいたことは、微

力ながら賑やかな長崎の街並みの

お役に立つことができた結果だと、

嬉しく思っています。なお、同様のデ

ザインの電車が熊本市内でも熊本

ファミリー銀行の「アレコレカード号」と

して走っています。

「アレコレカード」号の誕生とデザイ

ンに込められた長崎への想い

「アレコレカード」号は、親和銀行

のキャッシュカード・クレジット一体型

「ａｒｅｃｏｒｅカード」の発売を記念して

２００８年�月に誕生しました。運行初
日の�月２５日には、長崎の街を一層
明るくするとともに、「ａｒｅｃｏｒｅカー

ド」が皆様のお役に立ち、かけがえ

のない存在になればとの思いから出

発式を行いました。実際のカードカ

ラーである赤・青・黄・緑の�色を使
い、虹をイメージしたカラフルなデザ

インには、長崎の街に虹をかけるとい

う想いも込められています。

誕生してちょうど�年、巷では「レ
インボー」号と呼ばれている「アレコ

レカード」号は、観光都市長崎の街の

中を、今日も明るく運行しています。

（北村 和也）

第�回「長崎の街に似合う
カラー電車コンテスト」の結果

〈投票時期〉
２００９年�月～�月

〈対象車両〉
２００７年１１月から�年間に運行
されたカラー電車

〈投票総数〉
２，２２５票

〈表彰車両〉
�大賞：「ハウステンボス」号
�デザイン賞：「ＬＩＳＭＯ」号

（ＫＤＤＩ）
�観客賞：「アレコレカード」号

（親和銀行）
�特別賞：「ＫＴＮ」号

（テレビ長崎）
�奨励賞：「リクナビ」号

（リクルート）
〈主催者〉

長崎電気軌道株式会社

ＦＦＧニュース

親和銀行「アレコレカード」号

第５回カラー電車コンテスト表彰式

「アレコレカード」号の出発式
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中国では今年に入り「自動車産業振興計

画」が発表され、次々と政策が実施されてい

ます。本稿では、２００９年１月に発表された「購

入税の減免」と３月から実施された「汽車下

郷」についてレポートいたします。

「購入税の減免」

中国政府は消費刺激策の一環として、０９年

１月から１２月末までの期間、排気量１，６００�

以下の自動車を対象として、「購入税（取得

税）」を従来の１０％から５％に引き下げまし

た。これによりユーザーは、購入にかかる費

用を抑えることができ、購入促進につながる

ため、小型車マーケットに強い中国メーカー

にとっては有益な施策となりました。実際、

０９年１～２月のマーケットシェアは、これま

でトップだった日系メーカーを抑えて中国

メーカーが最大シェアを確保しています。

「汽車下郷（自動車を農村に）」

「汽車下郷」（「汽車」とは中国では自動車

を意味します）とは、０９年３月から同年１２月

末までの期間、農村部での軽トラックへの買

い替えや排気量１，３００�以下の自動車の購入

に対して、総額５０億元（約７００億円）の財政補

助金を拠出するものです。農業用三輪車など

を廃棄して小型車に買い替える場合、政府が

５，０００元（約７万円）を上限に購入額の１０％を

補助し、また廃棄費用の一部も負担します。

またオートバイについては６５０元（約１万円）

を上限に購入額の１３％を補助金として支給し

ます。

中国では今年から全国でカラーテレビや洗

濯機、携帯電話など家電製品購入の際にも販

売価格の１３％を補助する「家電下郷」（電化

製品を農村に）が実施されており、政府は自

動車とともに内需拡大と地域格差の是正に努

めています。

その他の政策として、今年２月に発表され

たハイブリッド車、電気自動車など環境配慮

型車に対する財政補助や、割高な自動車ロー

ンに対する優遇措置等もあります。

最後に

これらの景気刺激策により、中国の３月の

月間自動車販売台数は前年同期比５％増の

１１０万９，８００台と単月ベースで過去最高を記録

し、世界一になりました。米国の販売不振（米

国の３月の新車販売台数は８５万７，７３５台）も

一因として挙げられますが、０８年の中国にお

ける自動車販売台数は前年比６．７％増の９３５万

台と、０６年、０７年の２０％超の高成長と比べる

と伸び率は鈍化しているものの、依然として

高い伸びを続けています。また日本、欧米の

自動車マーケットでは景気の影響を受けやす

い更新需要が約８割程度を占めていますが、

中国では逆に新規購入需要が約８割強を占め

ていると言われており、今後のマーケットの

広がりが期待されます。

一方、林立する中国国内メーカーの再編や

新エネルギー車の産業化、渋滞や道路整備の

遅れなど、中国は多くの問題を抱えています。

しかしながら、日本の自動車業界にとって中

国の自動車マーケットは世界戦略上重要な位

置づけを占めるようになっており、今後も中

国の動向に注目していきたいと思います。

（三井住友銀行上海支店トレーニー 林田 紘一）

海外トピックス

中国の景気刺激策 ～自動車編～
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九州の最近の経済動向
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［鉱工業動向］……………生産は急速に低下

２００９年２月の九州の鉱工業生産指数（季節調整済）は、前月比１０．３％低下して６９．３となり、生産は急

速に低下しています。

［業種別動向］……………輸送機械、一般機械、電子部品・デバイスなどが低下

鉱工業生産指数の２００９年２月の動き（前月比）を業種別でみると、輸送機械、一般機械、電子部品・

デバイスなどほとんどの業種が低下し、前月比で鉱工業全体は１０．３％低下しました。

九 州経済動向
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福岡県の最近の経済動向
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福岡県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）

（出所）福岡県
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（出所）九州経済産業局

［福岡県の景気］……………悪化傾向

企業部門は生産活動が低下しています。また、家計部門は雇用環境の悪化の影響に伴う生活防衛意

識の高まりなどで、大型小売店販売額が前年を下回っています。新設住宅建設は、分譲をはじめ持家、

貸家ともに前年比減少し、公共投資も前年実績を下回っており、福岡県の景気は悪化傾向が継続して

います。

［生産活動］……………主要業種の多くで低下

１月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、生産指数は７６．０と、前月比１１．６％低下しま

した。主要業種では化学を除き、鉄鋼、一般機械、

輸送機械で前月比低下しました。

［大型小売店］……………生活防衛意識の高まりや営業日数減少などで、
百貨店スーパーともに前年割れ

２月の県内大型小売店販売高は、前年が閏年に

より営業日が１日少なかったことや、消費者の生

活防衛意識の高まりなどから、前年比５．７％減の

４８０億円となりました。

業態別にみると、百貨店では電気器具を除く全

品目に亘って売り上げが落ち込み、同９．７％減と

なりました。大型スーパーは飲食料品の売上げが

やや堅調で、販売高は同２．４％減に止まりました。

福岡県経済動向
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福岡県

［住宅建設］…………………貸家の減少等で３カ月連続の前年割れ

２月の新設住宅着工戸数は、マンションの増加

により分譲で前年比８８．２％増の１，０７１戸となった

ものの、持家で同１４．２％減の６１８戸、貸家で同

３５．８％減の１，１４５戸となり、全体では同７．１％減の

２，８６６戸と、３ヵ月連続で前年を下回りました。

［公共工事］…………………請負金額は４カ月連続で前年を下回る

２月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比２１．２％減の３９４件、金額が同１３．７％

減の１６４億円と、件数、請負金額ともに前年を下

回りました。

発注者別の請負金額をみると、九州地方整備局

や法務省の増加により「国」で同１０５．１％増となっ

たものの、「県」で同２７．９％減、「市町村」で同３９．０％

減、九州大学の新設工事減少により「独立行政法

人等」で同７５．５％減となり、全体では４ヵ月連続

で前年を下回りました。

［企業倒産］…………………大型倒産により負債額は前年比約６倍

３月の福岡県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年比２６．７％減の４４件となりまし

た。しかし負債額１００億円を超える大型倒産が２

件発生し、負債総額は同約６倍となる３３７億８，２００

万円と、前年を上回りました。

経済動向

福岡県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

福岡県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

福岡県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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熊本県の最近の経済動向
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熊本県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）

（出所）熊本県
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（出所）九州経済産業局

［熊本県の景気］……………悪化している

生産面では、一般機械で減少幅が拡大しているほか、内外需要の減退や在庫調整圧力の高まりを背

景に、主力の半導体や自動車関連で生産水準を一段と引き下げており、全体として減少幅が拡大して

います。また、個人消費も所得環境の悪化などにより厳しい状態が続いているほか、公共投資や住宅

投資でも前年を下回る動きが続いており、熊本県の景気は悪化しています。

［生産活動］……………輸送機械など低下し、前月比１１．５％減少

１月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、生産指数は前月比１１．５％減少し８１．３となり

ました。主要産業では食料品・たばこは上昇しま

したが、輸送機械や電子部品・デバイス、一般機

械で低下しました。

［大型小売店］……………生活防衛意識の高まりや営業日数減少し、
前年比１０．２％減

２月の県内大型小売店販売高は、前年が閏年に

より営業日が１日少なかったことや、消費者の生

活防衛意識の高まりなどにより全品目で実績割れ

となり、前年比９．６％減の１２３億円と前年実績を下

回りました。

熊本県経済動向
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熊本県経済動向

［住宅建設］…………………貸家の減少幅大きく、前年を下回る

２月の新設住宅着工戸数は、持家で前年比

１７．８％増の３５１戸、分譲で同±０％の１１１戸となっ

たものの、貸家で同３４．５％減の３６２戸となり全体

を押し下げたため、全体では同１４．３％減の８２５戸

と、３カ月連続で前年を下回りました。

［公共工事］…………………件数、請負金額ともに前年下回る

２月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比２４．０％減の３２７件、金額が同３７．３％

減の９９億円と、件数、請負金額ともに前年を下回

りました。

発注者別の請負金額をみると、前年実績のあっ

た県合同庁舎や九州新幹線関連工事の減少などで

「国」で同５７．２％減、「県」で同１１．６％減、「市町

村」で同２９．６％減、「独立行政法人等」で同５８．２％

減となりました。全発注者合計では４カ月連続で

前年を下回りました。

［企業倒産］…………………件数は前年比減少、負債額は増加

３月の熊本県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年比２６．７％減の１１件、負債総額

が同２．７倍の３６億４，４００万円となりました。倒産件

数は前年を下回りましたが、負債総額は前年比増

加しました。

熊本県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

熊本県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

熊本県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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長崎県の最近の経済動向
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（出所）九州経済産業局

［長崎県の景気］……………厳しい状況ではあるが、一部に明るい動きも

生産面では、輸送機械（造船）などで高操業が続いているものの、電子部品・デバイスでは生産が低

下しています。また、大型小売店販売額や住宅投資で前年割れが続くなど、個人消費も依然として低

迷しており、長崎県の景気は、厳しさが増しています。ただし、公共工事は３ヵ月連続で前年を上回

り、企業倒産が前年比減少するなど、一部に明るい材料もあります。

［生産活動］……………電子部品・デバイスが低下

１月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、生産指数は８１．４と前月比１２．８％低下しまし

た。主要業種では食料品・たばこ工業のみ前月比

で増加しましたが、電子部品・デバイスが低下し

たのをはじめ、電気機械、一般機械、輸送機械も

低下しました。

［大型小売店］……………生活防衛意識の高まりや営業日数の減少で前年割れ

２月の県内大型小売店販売高は、前年が閏年に

より営業日が１日少なかったことや、消費者の生

活防衛意識の高まりなどにより、前年比７．７％減

の８６億円となりました。

業態別にみると、百貨店での販売高は同９．２％

減、大型スーパーの販売高は、同７．０％減少して

います。

長崎県経済動向
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長崎県経済動向

［住宅建設］…………………持家の減少大きく、前年を下回る

２月の新設住宅着工戸数は、貸家で前年比５．６％

増の２６５戸、分譲で同１０．０％増の２２戸となったも

のの、持家で同１４．６％減の２１６戸となり、全体で

は同８．０％減の５０５戸と前年を下回りました。

［公共工事］…………………請負金額は３カ月連続で前年を上回る

２月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比２５．９％増の３７４件、金額が同３５．９％

増の１２７億円と、件数、請負金額ともに前年を上

回りました。

発注者別の請負金額をみると、「市町」で同

１５．６％減となったものの、「国」で同７３．５％増、

「県」で同２．９％増となり、全発注者合計では３

カ月連続で前年を上回りました。

［企業倒産］…………………負債件数、総額ともに前年比減少

３月の長崎県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年比６６．７％減の６件、負債総額

が同９３．６％減の８億４，９００万円と、緊急保証制度

の利用などもあり、ともに前年比大幅に減少しま

した。

長崎県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

長崎県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

長崎県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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経済指標｜全国のデータ�

項目

年月

新設住宅着工戸数 企業物価指数
（２００５年＝１００）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

大型小売店
販売額

乗用車

合計 持家 貸家 分譲 乗用車新規登録台数

戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 指数 前年比（％） 億円 前年比（％） 台 前年比（％）

２００６年 １，２９０，３９１ ４．４ １．５ ７．８ ２．７ １０２．２ ２．２ １００．３ ０．３ ２１１，４５０ ▲０．９ ３，１２６，２４９ ▲６．８
２００７年 １，０６０，７４１ ▲１７．８ ▲１２．２ ▲１８．７ ▲２２．３ １０４．０ １．８ １００．３ ０．０ ２１１，９８８ ０．３ ２，９４５，６６８ ▲５．８
２００８年 １，０９３，４８５ ３．１ １．２ ５．２ １．８ １０８．８ ４．６ １０１．７ ▲０．３ ２０９，５１１ ▲１．２ ２，７９５，４９７ ▲５．１
２００８．１ ８６，９７１ ▲５．７ ▲４．２ ▲２．７ ▲１１．６ １０５．７ ３．１ １００．７ ０．７ １８，７８０ ▲０．９ ２１２，８４３ ６．５

２ ８２，９６２ ▲５．０ ▲２．１ ▲３．１ ▲９．７ １０６．２ ３．６ １００．５ １．０ １５，５３３ ２．６ ２８５，３２０ １．５
３ ８３，９９１ ▲１５．６ ▲６．１ ▲２２．０ ▲１８．０ １０６．７ ３．９ １０１．０ １．２ １７，６９６ １．７ ４１３，９９９ ▲１．４
４ ９７，９３０ ▲８．７ ▲７．８ ▲５．３ ▲１０．４ １０７．７ ４．１ １００．９ ０．８ １６，８０１ ▲０．７ ２００，８３３ ９．４
５ ９０，８０４ ▲６．５ ▲５．７ ▲８．６ ▲３．１ １０８．９ ４．９ １０１．７ １．３ １６，９４４ ▲０．６ １９０，３３７ ▲４．４
６ １００，９２９ ▲１６．７ ▲６．６ ▲１５．１ ▲２７．２ １０９．９ ５．８ １０２．２ ２．０ １６，９０４ ▲２．７ ２４２，３２３ ▲１．８
７ ９７，２１２ １９．０ ２３．１ ２２．７ １２．７ １１２．４ ７．５ １０２．４ ２．３ １８，６５９ ０．２ ２６７，２６３ ９．４
８ ９６，９０５ ５３．６ ３５．６ ５９．６ ７３．７ １１２．５ ７．６ １０２．７ ２．１ １６，５２７ ▲１．０ １６５，６５３ ▲１２．９
９ ９７，１８４ ５４．２ １９．９ ６６．９ ８２．８ １１１．８ ７．０ １０２．７ ２．１ １５，５８９ ▲２．１ ２６９，０５６ ▲５．６
１０ ９２，１２３ １９．８ ▲４．３ ３５．４ ２８．９ １０９．５ ４．５ １０２．６ １．７ １６，６６８ ▲２．９ ２０２，１１９ ▲１３．４
１１ ８４，２７７ ０．０ ▲１１．７ １．７ １１．０ １０７．５ ２．４ １０１．７ １．０ １７，８２０ ▲１．７ １８５，９４１ ▲２７．９
１２ ８２，１９７ ▲５．８ ▲７．３ ▲４．１ ▲７．５ １０６．３ ０．９ １０１．３ ０．４ ２１，５９０ ▲４．８ １５７，９３９ ▲２２．９

２００９．１ ７０，６８８ ▲１８．７ ▲１０．８ ▲１８．４ ▲２６．４ １０５．０ ▲０．７ １００．７ ０．０ １８，０６９ ▲３．８ １５３，２７３ ▲２８．０
２ ６２，３０３ ▲２４．９ ▲９．９ ▲２８．５ ▲３４．４ １０４．５ ▲１．６ １００．４ ▲０．１ １４，４９７ ▲６．７ １９３，３９８ ▲２８．０

出所 国土交通省 日本銀行 総務省 経済産業省 日本自動車販売協会連合会

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

完全
失業率

倒産件数 預金残高 貸金残高
可処分所得 消費支出

軽乗用車販売台数

台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 ％ 件 前年比（％） 百億円 前年比（％） 百億円 前年比（％）

２００６年 １，５０７，５９８ ８．７ ４４１，４４８ ０．１ ３２０，２３１ ▲２．８ １．０６ ４．１ １３，２４５ １．９ ５２，６５９ ０．４ ４０，０３５ １．８
２００７年 １，４４７，１０６ ▲４．０ ４４２，５０５ ０．２ ３２３，４５９ １．０ １．０４ ３．９ １４，０９１ ６．４ ５４，２５１ ３．０ ４０，４４０ １．０
２００８年 １，４２６，９７９ ▲１．４ ４４２，７４９ ０．１ ３２４，９２９ ０．５ ０．８８ ４．０ １５，６４６ １１．０ ５５，３６９ ２．１ ４２，１４７ ４．２
２００８．１ １０６，２２７ ▲１．０ ３６７，０８３ ▲１．９ ３４１，１３８ ３．９ ０．９９ ３．８ １，１７４ ７．６ ５４，２０９ ３．０ ４０，０８６ １．０

２ １４２，７０８ ▲０．３ ４０２，９０３ ▲０．０ ２９８，５３９ ２．５ ０．９８ ３．９ １，１９４ ８．３ ５４，３６３ ３．０ ４０，１４４ １．４
３ １９９，０３１ ▲９．１ ３７９，３９３ ０．３ ３４２，８６８ １．１ ０．９５ ３．８ １，３４７ ８．０ ５５，０２１ ２．７ ４０，４８９ １．４
４ １０４，６９２ ▲１．４ ３８１，３６５ ▲４．５ ３４３，５８６ ０．４ ０．９３ ４．０ １，２１５ ８．４ ５５，０９７ ２．２ ４０，１４６ １．３
５ １０５，３８７ ▲２．１ ３３８，５７３ １．７ ３１５，１５２ ０．６ ０．９３ ４．０ １，２９０ ▲１．５ ５４，９９２ １．６ ４０，２５３ ２．１
６ １２１，１７６ ▲３．８ ５９４，３９３ ▲２．１ ３０７，９７５ ２．６ ０．９０ ４．１ １，３２４ １１．７ ５５，４２８ ２．９ ４０，４３６ ２．１
７ １１５，５３４ ２．１ ４８３，９１５ ▲１．２ ３３０，４８３ ２．７ ０．８８ ４．０ １，３７２ １２．９ ５４，８７７ ２．０ ４０，３８７ ２．２
８ ８９，１４２ ２．４ ４１２，２３５ ４．８ ３２２，５０１ ▲０．７ ０．８５ ４．１ １，２５４ ４．２ ５４，７０５ ２．２ ４０，４１８ ２．０
９ １２７，８３８ ▲１．９ ３５９，２０１ ▲１．０ ３０７，７７８ ▲１．１ ０．８３ ４．０ １，４０８ ３４．５ ５４，９４０ ２．３ ４０，６１９ １．８
１０ １１２，２８８ １０．２ ４０５，９８２ ２．４ ３１３，５４４ ▲４．０ ０．８０ ３．８ １，４２９ １３．４ ５４，４９９ １．８ ４０，９３１ ３．５
１１ １０９，１９７ ３．３ ３６６，６６４ ０．３ ３１０，１４６ ２．４ ０．７６ ４．０ １，２７７ ５．３ ５５，１６３ １．６ ４１，３６４ ４．２
１２ ９３，７５９ ▲６．０ ８２１，２８０ １．７ ３６５，４３５ ▲３．７ ０．７３ ４．３ １，３６２ ２４．２ ５５，３６９ ２．１ ４２，１４７ ４．２

２００９．１ １０２，１０４ ▲３．９ ３６９，２０１ ０．６ ３２１，７３２ ▲５．７ ０．６７ ４．１ １，３６０ １５．８ ５５，１１８ １．７ ４１，８７２ ４．５
２ １３０，２７９ ▲８．７ ３９０，２９２ ▲３．１ ２９５，４９４ ▲１．０ ０．５９ ４．４ １，３１８ １０．４ ５５，５７０ ２．２ ４１，９４８ ４．５

出所 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 総務省 東京商工リサーチ 日本銀行

項目

年月

鉱工業指数
（２００５年＝１００）

機械受注金額
（船舶・電力
を除く民需）

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）生産指数 出荷指数 在庫指数 輸出金額 輸入金額

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 前月（年）比（％） 前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００６年 １０４．５ ４．５ １０４．６ ４．６ １０２．１ ２．１ ３．８ １４．６ １８．３ １２０，８５９ ▲９．２ ９９，９９４ ２．７
２００７年 １０７．４ ２．８ １０７．８ ３．１ １０３．９ １．７ ▲３．５ １１．５ ８．６ １１９，２６８ ▲１．３ ８９，７２２ ▲１０．３
２００８年 １０３．８ ▲３．４ １０４．４ ▲３．２ １０６．７ ２．７ ▲５．８ ▲３．５ ８．０ １１５，９０１ ▲２．８ ９９，７４１ １１．２
２００８．１ １０８．５ ２．９ １１０．０ ３．９ １０５．３ １．９ １７．３ ７．７ ９．５ ５，９０７ ▲３．５ ６，３７７ ▲５．４

２ １１０．２ ５．１ １１１．３ ５．８ １０５．４ ２．３ ▲１２．３ ８．７ １０．７ ６，５３５ １３．１ ６，１２１ ▲１３．９
３ １０６．５ ▲０．７ １０７．０ ０．１ １０５．５ ２．１ ▲８．３ ２．２ １１．４ １３，８４５ ▲１２．６ ８，４４３ ３４．９
４ １０６．３ １．９ １０８．０ ２．８ １０４．２ １．０ ５．５ ３．９ １２．２ １１，０２５ ▲４．７ ８，１１９ ▲８．３
５ １０９．３ １．１ １１０．２ １．７ １０４．７ １．５ １０．４ ３．６ ４．８ ７，６７５ ▲９．６ ９，１５３ ▲３．３
６ １０６．９ ０．０ １０６．９ ▲０．６ １０５．９ ２．７ ▲２．６ ▲１．８ １６．７ ９，７４３ ▲１１．３ ８，４３０ ▲３６．５
７ １０８．３ ２．４ １０８．９ ３．１ １０５．８ ２．２ ▲３．９ ７．９ １８．２ １２，２０２ １３．８ １１，８５８ ６７．６
８ １０４．５ ▲６．９ １０４．９ ▲６．８ １０５．５ １．７ ▲１４．５ ０．２ １７．１ ９，２５３ ▲６．０ ９，１３３ ６７．５
９ １０５．６ ０．２ １０５．３ ▲０．６ １０７．６ ３．２ ５．５ １．５ ２８．８ １１，７２４ ５．５ ７，５２１ ６６．４
１０ １０２．３ ▲７．１ １０２．１ ▲７．３ １０９．５ ４．４ ▲４．４ ▲７．９ ７．４ １１，６９７ ▲０．４ ８，４６６ ３８．３
１１ ９３．６ ▲１６．６ ９３．５ ▲１７．０ １１０．４ ４．３ ▲１６．２ ▲２６．８ ▲１４．４ ８，４４３ ▲２．８ ７，３０３ ２．６
１２ ８４．４ ▲２０．８ ８５．９ ▲２０．６ １１０．５ ４．７ ▲１．７ ▲３５．０ ▲２１．５ ７，８５０ ▲６．４ ８，８１５ １４．０

２００９．１ ７５．８ ▲３１．０ ７６．１ ▲３１．６ １０８．３ ２．８ ▲３．２ ▲４５．７ ▲３１．９ ６，０１９ １．９ ７，６４９ １９．９
２ ６８．７ ▲３８．４ ７０．９ ▲３６．８ １０３．７ ▲１．７ １．４ ▲４９．４ ▲４３．０ ６，３４９ ▲２．８ ７，９０８ ２９．２

出所 経済産業省 内閣府 財務省 西日本建設業保証 国土交通省

（注） ｐは速報値、ｒは修正値。鉱工業指数は、前年同期比の値と年間の指数は原数値、月間の指数は季節調整値。機械受注金額は、年間は前年比、月間は前月比。着
工建築物工事費予定額（民間発注分）は、会社、会社でない団体、個人が建築主となっている工事の合計。大型小売店販売額は、店舗調整前の値。家計消費支出の
前年比は、名目値の前年比。有効求人倍率は、年間は実数値、月間は季節調整値。新規学卒を除きパートタイムを含む。完全失業率は季節調整値。預貸金残高は
年末、月末残高。都市銀行、地方銀行、第二地方銀行、信託銀行、長期信用銀行の合計、ただし、特別国際金融取引勘定を含まない。

（注１） 可処分所得・消費支出は、勤労者世帯（農林漁家世帯を除く）の廃止に伴い、２人以上の世帯のうち勤労者世帯（農林漁家世帯を含む）へ変更。
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経済指標｜福岡県のデータ�
項目

年月

鉱工業生産指数
（２００５年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２００５年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２００５年＝１００）

総合 鉄鋼 電気機械 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００６年 １０２．６ ２．６ １０２．６ ２．６ １０９．３ ９．３ ９８．３ ▲１．７ １０７．４ ７．４ １０３．０ ３．０ １１３．８ １３．８
２００７年 １０２．４ ▲０．２ １０５．９ ３．３ １１３．６ ３．９ １０１．２ ２．９ １１２．３ ４．６ １０２．７ ▲０．３ １２２．３ ７．４
２００８年 １０２．６ ０．１ １００．６ ▲５．１ １１６．３ ２．４ １１０．６ ９．３ １１３．４ １．０ １０２．８ ０．１ １２２．８ ０．４
２００８．１ １０５．７ ３．９ １０４．９ ▲０．８ １２９．１ １５．７ ９７．９ １．４ １２４．８ １６．６ １０７．０ ４．８ １２６．２ １０．１

２ １０７．７ １０．１ １０５．２ １．６ １２１．５ １５．７ １０４．７ ９．９ １３０．４ ２８．１ １０９．３ １１．１ １１０．０ １．３
３ １０８．３ ６．７ １０１．７ ▲２．８ １１１．２ １１．１ １１９．７ ２１．９ １１９．１ １４．５ １０７．０ ５．４ １２６．５ ４．２
４ １０５．６ ８．５ １０６．９ ２．４ １２５．２ ７．０ １２２．７ ２１．１ １１６．８ ２６．３ １０５．５ ８．９ １２９．３ １０．１
５ １０７．０ １０．７ １０５．５ ２．２ １０６．７ ▲２．３ １１５．５ ２３．３ １２９．６ ４６．５ １０７．７ １３．１ １１６．２ ▲９．３
６ １０４．９ ６．６ １０２．９ １．１ １２４．８ ▲０．１ １０３．０ ４．８ １２２．９ ２１．７ １０３．９ ５．８ １２８．３ １．５
７ １０８．５ １０．４ １０４．２ ▲５．８ １１７．０ ０．６ １１１．３ １２．８ １３１．４ ３７．３ １１１．６ １３．７ １１６．７ １．４
８ １０２．４ ▲４．７ １００．０ ▲８．４ １１０．５ ▲０．７ １１１．５ ６．５ １１２．５ ▲１３．２ １０１．４ ▲７．６ １２９．３ ３．２
９ １０１．７ ▲０．１ １０１．８ ▲６．１ １１８．４ ６．０ １１８．４ ７．８ １１３．５ ▲２．２ １０１．０ ▲１．３ １１５．３ ▲８．５
１０ ９７．０ ▲９．６ １００．３ ▲２．１ １１１．４ ▲７．４ １１５．０ ８．２ １００．８ ▲２４．２ ９５．５ ▲１１．５ １１６．３ ６．２
１１ ９２．４ ▲１６．９ ９１．８ ▲１４．３ １１２．７ ▲６．２ １０５．６ ０．５ ８０．９ ▲４２．６ ８６．９ ▲２２．９ １２６．０ ４．２
１２ ８６．０ ▲１８．７ ７７．６ ▲２７．５ １０９．１ ▲７．８ ９５．４ ▲７．５ ７３．１ ▲４６．８ ９３．８ ▲１１．１ １３０．９ ２．９

２００９．１ ７６．０ ▲２９．０ ５７．２ ▲４５．８ ９０．７ ▲２９．４ ８４．９ ▲１３．６ ６３．７ ▲４９．７ ７２．５ ▲３３．１ １２５．６ ▲１．０
２

出所 福岡県調査統計課

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００） 大型小売店

販売額
輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 福岡市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００６年 ９．２ ２３．６ ４，２５２ ▲１１．７ ３，５８６ ２１．８ ５８，９５２ ８．４ ▲１．５ ９．８ １５．２ １００．１ ０．１ ７０９，９２３ ▲１．８
２００７年 １７．０ １１．６ ４，６７３ ９．９ ３，６６１ ２．１ ４５，０６６ ▲２３．６ ▲９．８ ▲２１．１ ▲４０．２ １００．０ ▲０．１ ７１６，６９８ １．０
２００８年 ８．４ ２．０ ４，２６２ ▲８．８ ３，６８０ ０．５ ４７，１３９ ４．６ ０．３ ▲３．０ ３０．３ １０１．０ １．０ ７００，４５１ ▲２．１
２００８．１ １３．９ ８．６ ２８３ ２４．３ ３１３ ７．８ ３，９４０ ▲４．２ ▲０．８ ▲３３．１ １１３．７ １００．２ ０．６ ６２，７５９ ▲２．６

２ １５．７ １．３ １９０ ▲２６．１ ２７１ ▲１９．６ ３，０８６ ▲３４．２ ▲８．０ ▲３４．４ ▲５０．６ ９９．７ ０．４ ５０，８９０ ▲２．１
３ ２．５ ０．４ ４５１ ▲４７．０ １９２ ▲５０．０ ３，２５０ ▲４２．０ ▲０．５ ▲５１．２ ▲５６．７ １００．２ ０．８ ５８，５２７ ▲４．８
４ １８．０ ４．７ ３４８ ▲２７．０ ２１４ ▲３２．０ ４，０３０ ▲３．７ ▲６．５ ▲３．５ ▲１．７ １００．０ ０．４ ５５，２７９ ▲１．０
５ ２３．９ ０．４ ６３９ ２７．４ ２５４ ▲３１．４ ５，１３３ ３４．３ ２．６ ９．８ １９０．２ １０１．０ １．１ ５６，６２５ ▲０．１
６ １２．６ １０．７ ３０２ １４．６ ４４９ ▲３６．６ ４，２３９ ▲２９．２ ▲７．７ ▲２８．７ ▲４６．０ １０１．５ １．５ ５３，６６１ ▲４．５
７ ３０．６ ６．４ ３９５ ２２．８ ４０４ ９６．６ ４，８０９ ７１．１ ３３．６ ７８．０ ９６．２ １０１．８ ２．０ ６６，７９２ １．８
８ ２８．８ ８．８ ３０５ ２．１ ４３９ ２６８．１ ４，４９２ ８４．４ １８．８ １１４．９ １２４．７ １０２．０ １．６ ５５，３５７ ▲０．９
９ ２０．４ ２３．４ ３８２ ３．９ ３０５ ▲３．２ ４，０７６ ８３．０ ７．２ １０９．０ １９２．１ １０１．８ １．５ ５０，６２４ ▲３．０
１０ ６．８ ０．１ ４５４ １．９ ３８９ １６５．７ ３，５２６ ２９．０ ▲１１．９ １８．５ ２１５．５ １０１．７ １．１ ５５，１６５ ▲２．３
１１ ▲１９．０ ▲１９．１ ２７９ ▲１９．８ １９２ １４．７ ３，１５３ ７．６ ▲１８．８ ９．７ ５７．７ １０１．０ ０．６ ５８，４１１ ▲２．５
１２ ▲３８．４ ▲１８．５ ２３５ ▲２５．５ ２６０ ▲１４．９ ３，４０５ ▲３．８ ４．４ ▲９．７ ３．０ １００．６ ０．２ ７６，３６１ ▲４．６

２００９．１ ▲４８．５ ▲３７．５ ２２０ ▲２２．３ １６６ ▲４７．０ ２，６７８ ▲３２．０ ▲１５．８ ▲７．０ ▲７５．１ １００．１ ▲０．１ ６０，１７６ ▲４．２
２ ▲５１．１ ▲４３．７ １６４ ▲１３．７ １４０ ▲４８．４ ２，８６６ ▲７．１ ▲１４．２ ▲３５．８ ８８．２ ９９．６ ▲０．１ ４７，９６３ ▲５．８

出所 門司税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 北九州・福岡大都市圏 北九州・福岡大都市圏

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００６年 １１６，４０６ ▲７．４ ６０，０４３ ９．４ ４０７，７３９ ０．５ ３１８，９９７ ▲２．４ ０．８５ ５０２ ４．６ １６７，８１２ １．０ １３１，７４９ ▲０．５
２００７年 １１０，６３２ ▲５．０ ５７，５５６ ▲４．１ ３８９，４３９ ▲４．５ ３０７，３２８ ▲３．７ ０．８５ ５０４ ０．４ １７０，７８７ １．８ １３４，３５７ ２．０
２００８年 １０５，９７３ ▲４．２ ５６，４５４ ▲１．９ ３９６，３０３ １．８ ３１２，７７５ １．８ ０．６３ ５４５ ８．１ １７４，０９８ １．９ １３７，５９８ ２．４
２００８．１ ７，９６３ ４．０ ４，３４２ ▲７．６ ３４２，９８６ ▲７．３ ３３３，８６８ １２．４ ０．７１ ３７ １２．１ １６９，６５９ ２．３ １３３，１８４ ２．１

２ １１，０５１ ０．５ ５，７３３ ０．５ ３８３，６０５ ７．０ ３５８，８０５ ３１．９ ０．７０ ３２ ▲２２．０ １６９，７０４ １．４ １３４，４８９ ２．５
３ １５，０４２ ０．４ ７，７９２ ▲４．３ ３４６，４７５ １４．３ ３４６，４６３ １７．２ ０．６９ ６０ ６６．７ １６９，７２７ ０．３ １３５，０６６ １．９
４ ７，６８４ ９．９ ４，０２７ ▲４．３ ３４０，１１９ ▲０．６ ３４３，８９３ １５．２ ０．６８ ４０ １１．１ １７３，３３８ １．３ １３４，００１ ２．１
５ ７，０７２ ▲５．６ ４，２２１ ▲０．２ ２９４，９４４ ０．４ ３００，６１５ ５．３ ０．６６ ４６ ▲１４．８ １７２，６３０ １．９ １３４，７７９ ３．２
６ ９，２１９ １．４ ４，８３７ ０．３ ５０３，５０３ ６．２ ２６９，２６９ ３．８ ０．６４ ４９ １４．０ １７３，７１５ １．８ １３４，５０３ ２．７
７ １０，１６５ １０．２ ４，９１７ ２．６ ４２０，９５８ ▲１．８ ３０２，６１５ ▲４．１ ０．６３ ３５ ▲２７．１ １７１，８１２ ２．４ １３４，６９９ ２．４
８ ６，７１７ ▲１１．４ ３，６４３ ６．７ ３９０，４９２ １８．３ ３３２，１４５ ▲１．８ ０．６１ ４４ １８．９ １７２，５０９ ２．８ １３４，９８２ ２．８
９ １０，１４９ ▲２．０ ５，００７ ▲４．２ ３２５，２９１ ０．２ ２８４，１０９ ▲７．５ ０．６０ ５７ ２３．９ １７０，７５７ １．０ １３３，７７２ ０．９
１０ ７，７３１ ▲１１．１ ４，０６７ ２．５ ３５９，２７３ ▲７．３ ２９１，２８９ ▲１７．１ ０．５８ ５０ １３．６ １７１，０１１ ２．１ １３３，９３９ ２．１
１１ ７，３０６ ▲２４．２ ４，３９２ ▲３．１ ３２８，９７１ ▲３．４ ２６９，１７３ ▲７．１ ０．５７ ４９ ４．３ １７２，０７６ ２．１ １３５，２１３ ２．０
１２ ５，７９０ ▲２６．８ ３，４７６ ▲８．９ ７１９，０２１ ▲０．２ ３２１，０５９ ▲１５．１ ０．５４ ４６ １７．９ １７４，０９８ １．９ １３７，５９８ ２．４

２００９．１ ５，６６９ ▲２８．８ ４，３１７ ▲０．６ ３３１，０８１ ▲３．５ ２８０，７９５ ▲１５．９ ０．５３ ４７ ２７．０ １７４，０４８ ２．６ １３７，８９４ ３．５
２ ７，４１１ ▲３２．９ ５，４５１ ▲４．９ ３４０，３３４ ▲１１．３ ３２０，８５７ ▲１０．６ ０．４９ ３１ ▲３．１ １７４，８０２ ３．０ １３９，５３７ ３．８

出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 掲載指標についての説明は全国の注釈参照。
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経済指標｜熊本県のデータ�
項目

年月

鉱工業生産指数
（２０００年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２０００年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２０００年＝１００）

総合 食料品 電子部品 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００６年 １０９．６ ９．６ １００．５ ０．５ １２２．５ ２２．５ １１１．０ １１．０ ９９．２ ▲０．８ １０８．６ ８．６ １１２．０ １２．０
２００７年 １０９．３ ▲０．３ ９９．３ ▲１．２ １３７．８ １２．５ １１８．０ ６．３ ９１．９ ▲７．４ １０８．３ ▲０．３ １１３．２ １．１
２００８年 １０３．５ ▲５．３ ９８．１ ▲１．２ １３８．６ ０．６ ７８．１ ▲３３．８ ９４．４ ２．７ １００．９ ▲６．８ １２４．４ ９．９
２００８．１ １０４．８ ▲０．５ ９７．３ ▲１４．３ １５１．０ １０８．８ ９１．２ ▲５．９ ７７．４ ▲４２．２ ９９．１ ２．７ １２４．３ ３５．６

２ １０６．４ １．４ １００．０ ▲６．６ １５６．７ １１８．７ ８７．３ ３．２ ７８．７ ▲４５．９ １０１．７ ０．６ １２８．６ ３８．７
３ １１０．５ ２．８ １０１．１ ▲２０．５ １６３．８ １３８．６ ８０．２ ２．９ ７６．１ ▲４９．２ １０７．９ １．３ １１８．１ ３４．４
４ １０９．８ ２．５ ９７．３ ▲１０．９ １５４．６ １１０．４ １１６．２ １６．１ ８７．８ ▲４１．１ １０７．１ ４．１ １１３．５ ３６．４
５ １０８．０ ▲０．３ １０２．４ ▲１１．３ １４４．５ ８８．０ ９７．７ ▲２０．９ ９４．２ ▲３４．０ １０５．９ ▲１．８ １１７．０ ４０．５
６ １０５．６ ▲０．１ ９９．４ ▲１３．４ １３４．９ ７８．５ ７２．１ ▲３８．１ １０３．６ ▲２２．５ １０１．３ ▲０．３ １２０．３ ４５．２
７ １０２．３ ▲２．５ ９９．３ ▲５．７ １３９．３ ８４．４ ６７．９ ▲４９．６ １０１．４ ▲２６．７ １０２．３ ▲１．８ １２４．８ ４６．２
８ １０３．１ ▲２．７ １０５．２ ▲７．７ １３０．３ ７１．３ ７０．３ ▲４２．６ ９８．０ ▲２７．９ １００．３ ▲６．４ １２２．３ ４３．９
９ １０３．３ ▲１．３ ８９．６ ▲４．３ １３８．０ ０．５ ６６．２ ▲３０．０ １０５．２ ２０．７ １０３．３ ０．９ １１９．２ ４．７
１０ ９８．９ ▲８．２ ９４．８ １．４ １３４．７ ▲９．２ ６３．１ ▲４２．１ １０２．６ ８．１ ９７．０ ▲１１．１ １２６．９ １４．２
１１ ９６．３ ▲１２．６ ９６．９ ▲２．５ １１３．５ ▲２２．９ ５６．３ ▲４３．２ １０４．６ １１．２ ９５．１ ▲１４．２ １３４．７ １８．８
１２ ９１．９ ▲１１．０ ９１．２ ▲１．１ １０７．６ ▲２２．２ ６９．１ ▲４０．１ １０２．１ ２７．８ ８８．９ ▲１１．３ １４３．５ ２６．３

２００９．１ ８１．３ ▲２３．３ ９６．０ ▲３．２ ８５．７ ▲４３．２ ６６．０ ▲２７．７ ７３．４ ▲７．１ ８０．４ ▲１９．９ １４４．９ １６．６
２

出所 熊本県統計課

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００） 大型小売店

販売額
輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 熊本市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００６年 １１．５ ９．６ ２，０７７ ２４．８ １，１６５ ▲５．５ １４，８０５ ５．５ ２．７ ７．６ ２０．６ １００．０ ▲０．０ １８８，８３８ ▲０．４
２００７年 ３．９ ２０．８ ２，０７１ ▲０．３ １，２８９ １０．６ １３，２８６ ▲１０．３ ▲８．１ ▲７．２ ▲２７．３ ９９．９ ▲０．１ １８７，６７６ ▲０．６
２００８年 ２．９ ２１．７ ２，０２１ ▲２．４ １，０９８ ▲１４．８ １２，５４２ ▲５．６ ０．３ ▲８．７ ▲１０．５ １０１．１ １．２ １８４，１３４ ▲１．９
２００８．１ １６．４ ▲０．６ １０７ ▲１８．０ １１４ ２１．９ １，２４２ １５．９ ７．４ ３０．５ ▲１４．２ １００．０ ０．２ １７，０２８ ▲２．２

２ ２９．９ ▲２５．２ １５７ ５２．４ １３４ ３７．０ ９６３ ▲１８．１ ▲１６．５ １１．３ ▲６５．３ １００．０ ０．９ １３，５５１ ▲７．１
３ １９．３ ▲１７．５ ２６８ １７．０ ６９ ▲２７．４ ７３８ ▲３８．０ ▲１２．７ ▲４５．０ ▲６５．２ １００．３ ０．６ １５，１８９ ４．６
４ ▲１３．６ ４２．６ ２４１ ２８．９ ４２ ▲８１．５ ９９４ ７．２ ２８．４ ▲２２．５ ２１５．６ １００．１ ０．３ １４，５６９ ▲３．１
５ ２７．１ ２０．２ １８０ ▲１１．４ ７３ ▲６５．１ １，０５６ ▲３１．０ ▲１２．０ ▲２４．１ ▲７９．５ １０１．０ １．１ １４，８２２ ▲１．１
６ ▲９．８ ▲１６．３ ９４ ▲２８．２ ８１ ▲４３．７ １，０６３ ▲２４．４ ▲１６．６ ▲５７．３ ３６３．８ １０１．４ １．７ １４，０５７ ▲４．２
７ ６．６ ６６．９ １２５ ▲１６．１ １７７ １６４．２ ９９３ １．３ ２２．８ ▲１０．６ ４２．９ １０１．５ ２．０ １７，３３０ ０．４
８ ４．０ ５８．６ １２８ ▲１４．５ ９３ ５７．７ １，２６８ ４６．９ １８．３ ５０．７ １８１．０ １０１．８ １．６ １４，７０６ ▲２．３
９ １０２．４ ４８．６ ２４０ ▲４．９ ７７ ２８．１ １，０２１ ▲４．９ ▲５．５ ２３．９ ▲６９．６ １０２．２ １．８ １２，７４７ ▲２．５
１０ ▲４０．９ ４５．６ ２１８ １９．８ ７５ ６２．９ １，２４５ ３９．４ １４．０ ２４．２ ２０１．９ １０２．３ １．９ １４，４４４ １．２
１１ ▲３１．４ ２７．７ １１５ ▲３６．６ ８２ ▲１１．８ １，１６４ ２．２ ▲１１．１ ９．５ ５８．５ １０１．４ １．１ １５，００６ ▲１．４
１２ ▲５３．３ ２５．９ １４９ ▲１４．１ ８２ ▲１９．１ ７９５ ▲２３．１ ▲４．３ ▲２４．２ ▲５２．３ １０１．１ ０．８ ２０，６８３ ▲４．２

２００９．１ ▲５４．２ ▲１５．１ １０２ ▲４．９ ４３ ▲６２．８ ７７１ ▲３７．９ ▲１５．４ ▲５８．５ １１．４ １００．６ ０．６ １６，５２４ ▲３．８
２ ▲５５．３ １６．４ ９９ ▲３７．３ ５０ ▲６２．６ ８２５ ▲１４．３ １７．８ ▲３４．５ ０．０ １００．２ ０．２ １２，１７０ ▲１０．０

出所 門司税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 熊本市 熊本市

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００６年 ３４，１５７ ▲６．７ ２８，１２４ ４．５ ３９０，３４１ ▲１２．３ ２８４，６１７ ▲１３．７ ０．８１ １２７ ▲２．３ ４７，１６２ ▲０．２ ２７，５７５ ０．７
２００７年 ３２，２２５ ▲５．７ ２７，９９８ ▲０．４ ４３１，６１４ １０．６ ２９７，５８０ ４．６ ０．８２ １３９ ９．４ ４７，９７６ １．７ ２８，６６６ ４．０
２００８年 ３１，２３２ ▲３．１ ２８，２８７ １．０ ３９４，６９６ ▲８．６ ３０８，０５０ ３．５ ０．６３ １７９ ２８．８ ４８，６１５ １．３ ２９，５３５ ３．０
２００８．１ ２，４５８ ６．８ ２，１９８ ０．３ ３４４，２５８ ▲５．５ ３１２，８７６ ▲０．６ ０．７２ １０ ▲１６．７ ４７，２００ ２．１ ２８，２６２ ３．９

２ ３，２５０ ２．３ ２，８８３ １．７ ３３７，４３３ ▲９．９ ２７９，２９２ ▲２．５ ０．７３ １５ ▲６．３ ４７，１７９ ２．１ ２８，１９８ ３．５
３ ４，７２４ １．３ ３，８２２ ▲２．５ ３５２，２１６ ▲７．１ ３２３，０３０ ６．７ ０．７２ １５ ２５．０ ４７，１２２ ０．２ ２８，８９３ ３．８
４ ２，１７６ ９．２ １，９９３ ▲１．６ ３３３，６５９ ▲１２．０ ３４２，９５９ １２．４ ０．７１ ７ ▲１２．５ ４７，７３１ ０．３ ２８，２３２ ４．８
５ ２，１３１ ▲０．６ ２，１７３ ▲０．８ ３１６，２１９ ▲６．６ ３１４，５５１ ▲１．１ ０．６８ １７ ３０．８ ４８，４２８ ２．７ ２８，７０６ ５．５
６ ２，４９４ ▲２．８ ２，４１７ ▲０．３ ５６２，５２８ ▲１０．１ ２８０，７６３ ６．１ ０．６５ １６ ４５．５ ４９，２１１ １．５ ２８，６２１ ４．４
７ ３，１３６ １７．７ ２，３２４ ４．８ ４１０，３６１ ▲１４．６ ３３４，１１４ ４．９ ０．６３ １４ ７５．０ ４８，５０８ ２．３ ２８，７３５ ４．８
８ １，７８１ ▲１４．０ １，９４３ ▲３．２ ３４７，８２６ ▲１．９ ２８７，１０４ ５．６ ０．６１ ２０ ５３．８ ４８，６７０ ２．８ ２８，８４３ ５．１
９ ３，０６９ ▲２．７ ２，３６２ ２．９ ３３９，９７１ ５．７ ２８８，９４０ １０．７ ０．５９ １６ ４５．５ ４８，１６９ ０．４ ２８，９１４ ４．４
１０ ２，１８０ ▲１１．４ ２，０６１ ９．９ ３８２，９１４ ７．４ ２９７，９４７ ４．１ ０．５６ １３ ３０．０ ４７，９９９ １．８ ２８，７６９ ２．７
１１ ２，２００ ▲２６．４ ２，１８１ ７．９ ３３５，７４３ ▲５．８ ２９４，８６３ １．１ ０．５２ １３ ▲７．１ ４８，２５４ ２．６ ２９，０７５ ３．０
１２ １，５８５ ▲２２．５ １，９３０ ▲３．５ ６７３，２２０ ▲２０．６ ３４０，１５９ ▲２．６ ０．４９ ２３ １０９．１ ４８，６１５ １．３ ２９，５３５ ３．０

２００９．１ １，９８１ ▲１９．４ ２，２２７ １．３ ３２６，４３７ ▲５．２ ３４２，５０６ ９．５ ０．４４ １５ ５０．０ ４８，２３２ ２．２ ２９，４０１ ４．０
２ ２，３３４ ▲２８．２ ２，７６２ ▲４．２ ３３１，８４９ ▲１．７ ２４５，７６３ ▲１２．０ ０．４１ ７ ▲５３．３ ４８，４２０ ２．６ ２９，３３６ ４．０

出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 全国と共通の指標については全国の注釈参照。
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経済指標｜長崎県のデータ�

項目

年月

貿易
漁業水揚金額

公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数 観光施設入場者数
（主要７施設合計）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 長崎市

前年比（％） 前年比（％） 百万円 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 千人 前年比（％） 指数 前年比（％）

２００６年 ４１．２ １６．３ ６４，９４７ ▲７．３１，７６５ ▲１５．５ ８３１ ７．４ ８，９４０ ▲１２．６ ０．６ ▲２２．８ ▲１２．７４，７７５ ３．９ ９９．８ ▲０．２
２００７年 ６．０ ２０．７ ７０，２４７ ８．２１，８６２ ５．５ ６４４ ▲２２．５ ６，９０１ ▲２２．８ ▲１９．６ ▲１１．９ ▲５６．６５，０００ ４．７ ９９．７ ▲０．１
２００８年 ５．６ ５７．０ ０ ０．０１，５７５ ▲１５．４ ５８２ ▲９．６ ６，９４２ ０．６ １．５ ▲８．９ ５１．３４，５９３ ▲８．１１００．９ １．２
２００８．１ １９．１ ３７８．９ ５，５４７ ▲６．２ ９４ ▲３３．５ ４３ ２５．３ ５１２ ▲８．４ ２．４ ▲９．９ ▲３７．７ ２６１ ▲４．５ ９９．８ ０．６

２ ２８．７ ３２．１ ５，６４０ ０．５ １３４ ▲１３．３ ３５ ▲４６．８ ５４９ ４．６ ▲２．７ １５．７ ▲５８．３ ３１９ ▲２．３ ９９．６ ０．５
３ １５７．０ ▲１１．３ ６，６１２ ▲３．３ ２４０ １９．９ ２８ ▲１３．８ ５５８ １３．０ ４．０ ２２．３ ６．３ ４９１ ▲９．８１００．０ ０．６
４ ３７．０ ３４．８ ７，６１５ １３．０ ６７ ▲３６．３ ６３ １５８．４ ５１８ ▲２１．５ １０．４ ▲３２．２ ▲５３．７ ４００ ▲９．９１００．２ ０．６
５ ４．８ ４８．４ ６，７４０ １７．８ ４２ ▲４６．７ ３５ ▲２８．３ ４０１ ▲３８．３ ▲１０．３ ▲６２．７ ０．０ ５２９ ▲０．４１００．９ １．２
６ ▲３８．９ １８．８ ５，６８６ １１．２ １１５ ２．３ ４７ ▲２０．３ ７５７ ２９．８ ２９．２ ２８．１ ６４７．１ ２７６ ▲１．３１０１．１ １．７
７ ▲１２．０ ６５．９ ５，７９９ １８．３ １２４ ▲２．９ ９９ ６．６ ４５７ ▲２３．７ １．４ ▲１５．５ ▲６９．０ ３３２ ▲０．４１０１．５ ２．２
８ ６７．３ ６９．８ ４，７５８ ４．５ １５１ ▲２７．３ ６９ ▲３５．２ ６０９ ２５．１ １６．４ １１．４ ９８．４ ５４３ ▲８．１１０１．８ ２．０
９ ▲４９．０ １８．８ ５，６９３ １６．７ １５３ ▲２７．１ ４１ ▲３９．９ ６２６ ▲７．１ ▲２１．７ ▲３２．８ １５６．８ ３２７ ▲１７．１１０１．９ ２．０
１０ ▲９．８ ２３．６ ５，８５０ ▲３．０ １９２ ▲６．９ ５０ １．６ ７０３ ６６．２ １３．９ １０５．７ ３０５．９ ４１２ ▲２．９１０１．９ １．６
１１ ▲１０．８ ６．８ ６，０４８ ▲６．８ １２１ ▲３３．７ ２５ ▲２７．１ ６９２ ３．６ ▲１７．１ ▲４２．２ ６４８．６ ３８９ ▲１５．８１０１．０ １．０
１２ ２８．１ ２４．２ ７，５１１ ０．７ １４１ ４．５ ４７ ７０．０ ５６０ ▲３．３ ７．４ ▲１０．８ ９．４ ３１４ ▲２０．８１００．９ ０．８

２００９．１ ５８．３ ▲７９．５ ５，４３１ ▲２．１ １２７ ３５．９ １６７ ２９０．９ ４７２ ▲７．８ ▲２２．７ ３．８ ▲７．９ １８３ ▲２９．８１００．５ ０．７
２ ９．４ ▲３０．３ ５，１０４ ▲９．５ １５０ １１．８ ３４ ▲３．７ ５０５ ▲８．０ ▲１４．６ ５．６ １０．０ ２０９ ▲３４．４１００．１ ０．５

出所 門司税関 県内主要４魚市場 西日本建設業保証 国土交通省 長崎県観光振興推進本部 総務省

項目

年月

鉱工業生産指数
（２０００年＝１００）

造船 機械等 電子部品
生産高

総合 一般機械 食料品工業 電気機械 輸送機械 生産高

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 前年比（％）

２００６年 １０４．０ ８．３ １２０．８ １８．６ １０２．６ ０．０ ４９．３ ７．８ １２３．８ ▲７．６ １，８７５ ８．３ ２，７７４ ▲５．８ ７．０
２００７年 １０５．９ １．８ １０６．５ ▲１１．９ １０８．４ ▲２．５ ６１．６ ２５．２ １２２．８ ▲０．８ ２，１６６ １５．５ ３，０７９ １１．０ ３．０
２００８年 １１９．１ １２．５ １５５．２ ４５．８ １０３．１ ３．１ ４６．０ ▲２５．４ １４５．８ １８．７ １，９１６ ▲１１．５ ２，５６２ ▲１６．８ ０．７
２００８．１ １２４．２ １０．７ １３７．３ ▲２．５ １０８．３ ２．５ ５０．０ ▲１７．２ １３７．２ ２８．９ １７２ ２７．１ ２６０ ▲８．０ ０．６

２ １２８．７ ２１．０ １５６．７ １７．０ １１４．２ ９．０ ４６．９ ▲２１．６ １３７．８ ３１．２ １９４ １７．５ ２４６ ▲２．６ ７．５
３ １０３．６ ▲０．４ １５７．６ ２１．４ １１０．０ ２．０ ３２．４ ▲５０．３ １３１．６ １７．８ １８７ ▲１２．４ ２２４ ▲２４．４ １７．４
４ １２９．５ ２９．６ １４４．０ ３２．７ １０４．４ ▲１．４ ４８．８ ▲３３．３ １３５．９ ２４．０ ２０２ １２．１ ２３９ ２．６ ２９．３
５ １２２．１ １９．８ １５５．２ ６４．８ １０４．１ ▲７．８ ５３．９ ▲３４．８ １３４．０ １８．３ １８４ ５．７ ２４５ ▲５．３ １０．８
６ １１９．４ １６．９ １５１．７ ５７．６ ９３．１ ▲１３．７ ６０．２ ▲１５．２ １４５．９ ２３．５ ２０２ ５．５ ２９４ ２５．２ ２１．２
７ １１９．６ １３．９ １７８．１ ７７．１ ９６．２ ▲４．２ ６１．８ １．０ １４８．５ ２２．８ １７６ ０．９ ２７２ ２１．１ １６．２
８ １３１．５ １７．７ ２０３．３ １０３．３ １０９．５ ▲７．４ ３６．１ ▲４１．５ １５８．９ ２２．８ １７８ ▲５．８ ２５０ ０．２ ▲６．６
９ １２４．０ １９．５ １８７．２ ９０．３ １０７．７ ▲１．１ ３３．３ ▲２７．４ １４８．７ １３．８ ２０３ １０．４ ２５５ ▲２．３ ▲１９．１
１０ １２４．３ ２０．２ １５２．０ ７６．２ １０１．９ ▲８．８ ３９．６ ▲２２．８ １６５．７ １５．８ ２１８ １７．８ ２７７ ５．１ ▲４．３
１１ １１１．５ ▲３．２ １３７．０ ４５．４ ９７．２ ▲１３．９ ６０．４ ２．８ １６２．９ ４．２ １６９ ▲１２．２ ３１６ １４．８ ▲１２．２
１２ １０２．６ ▲５．８ １２１．２ ２２．４ ９６．９ ４００．０ ４９．３ ▲６．７ １５１．１ １１．４ １７８ ▲２．０ ３０３ ２２．３ ▲３８．７

２００９．１ ８９．５ ▲１２．８ １１８．０ ▲１５．３ １０１．２ ▲７．１ ４４．９ ▲１１．９ １１４．６ ▲１７．１ １５７ ▲８．８ ２６２ ０．６ ▲４３．７
２ ▲３８．２

出所 長崎県統計課 三菱重工業長崎造船所、佐世保重工業 日本銀行長崎支店

項目

年月

大型小売店
販売額

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 長崎市 長崎市

百万円 前年比（％） 台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００６年 １３３，９３２ ▲４．２ ２２，６５２ ▲１０．３ ２４，８５１ ７．７３４８，７１１ １２．３２７８，５６６ ３．６ ０．６０ １２５ ７．８ ４０，３３６ ▲１．２ ２４，９８９ ▲４．９
２００７年 １３０，３０６ ▲２．７ ２０，７１４ ▲８．６ ２３，５０６ ▲５．４３６４，６５５ ４．６３１５，６５６ １３．３ ０．６２ １４８ １８．４ ４０，９２３ １．５ ２４，４５６ ▲２．１
２００８年 １２４，８２７ ▲４．２ ２０，２６２ ▲２．２ ２３，２５０ ▲１．１３６４，２７６ ▲０．１２９６，６２２ ▲６．０ ０．５７ １７８ ２０．３ ４０，９３１ ０．０ ２３，６９３ ▲３．１
２００８．１ １１，７４３ ▲４．２ １，６６９ ６．２ １，８４６ ▲４．６２６７，９８１ ▲７．８２９３，７６０ ▲８．５ ０．５７ １２ １００．０ ４０，４６７ ２．０ ２４，１６６ ▲２．４

２ ９，３３２ ▲０．１ １，９７１ ４．６ ２，１８５ ▲９．７３０３，９３５ ▲１８．８ ２５１，２４４ ▲１２．０ ０．５９ １４ ５５．６ ４０，５３９ ２．１ ２４，３３７ ▲２．０
３ １０，１７６ ▲２．２ ２，９７８ ３．４ ３，０９８ ▲８．８２７０，１６３ ▲２２．８ ３２２，８１７ ▲１６．５ ０．５９ １８ ６３．６ ４０，３１８ ０．３ ２４，８７４ ▲１．７
４ ９，９０９ ▲３．７ １，３７３ １１．９ １，６７２ ▲１０．８ ３２１，５３１ ▲９．８２８０，３３１ ▲８．１ ０．５９ １５ １５０．０ ４０，９２８ ０．１ ２４，１９３ ▲１．６
５ １０，１２６ ▲４．３ １，３５７ ▲０．６ １，７９３ ▲２．８２７４，３９９ ▲６．８２６０，２８５ ▲２１．８ ０．５８ １１ ▲４２．１ ４１，４１２ １．０ ２４，１４８ ▲１．６
６ ９，７２９ ▲５．２ １，５４８ ▲５．１ １，９５１ ▲２．６５２７，７７７ ８．３２５８，９５６ ▲９．５ ０．５７ １７ ８８．９ ４１，３７８ ▲１．６ ２３，７９５ ▲３．４
７ １１，８８２ ▲１．３ １，９３０ １６．９ １，９０７ ８．７３７０，２２３ ▲９．９２８５，９１７ ▲１７．３ ０．５６ １７ １３．３ ４１，０７９ ▲０．５ ２３，９０５ ▲２．８
８ １０，４０８ ▲５．２ １，３４８ ▲３．１ １，４７１ ▲０．９３４１，８７２ ２．４３００，６２４ ▲６．９ ０．５７ １５ ▲２１．１ ４１，２７８ ０．６ ２３，９７３ ▲２．３
９ ８，９３１ ▲６．１ ２，０７６ ▲０．６ ２，０５４ ２．７３３０，８５７ １７．３２７８，１９８ ▲０．４ ０．５６ １５ １５．４ ４０，６２０ ▲０．７ ２３，６８６ ▲２．９
１０ ９，３７１ ▲５．８ １，３９３ ▲１７．７ １，７６２ １４．０３３２，６８７ １０．７２６７，４４９ ▲１２．５ ０．５５ １５ ▲２１．１ ４０，４４２ ▲０．２ ２３，５１５ ▲３．０
１１ １０，２２６ ▲３．９ １，３８７ ▲２１．７ １，８５４ １３．０２９９，１８６ ５．８３５７，１９２ ３４．２ ０．５３ １５ ３６．４ ４０，７７１ ▲０．７ ２３，５６６ ▲２．５
１２ １２，９９５ ▲７．４ １，２１５ ▲２２．０ １，６５７ ３．４７３０，７０１ １９．２４０２，６８６ １４．７ ０．５２ １４ ２７．３ ４０，９３１ ０．０ ２３，６９３ ▲３．１

２００９．１ １１，２４１ ▲６．２ １，２３６ ▲２５．９ １，８５４ ０．４２９６，６５９ １０．７３０９，７７３ ５．５ ０．４８ １０ ▲１６．７ ４０，６３６ ０．４ ２３，９８６ ▲０．７
２ ８，６１６ ▲９．８ １，４１４ ▲２８．３ １，９９４ ▲８．７３５２，３８９ １５．９２７０，６５６ ７．７ ０．４４ ６ ▲５７．１ ４１，０７４ １．３ ２４，１０９ ▲０．９

出所 九州経済産業局 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 全国と共通の指標については全国の注釈参照。漁業水揚金額は、長崎、佐世保、北松、松浦の４市場の合計。観光施設入場者数は、グラバー園、島原城、雲仙仁

田道、西海パールシーリゾート、平戸城、ハウステンボス、堂崎天主堂の合計、ただし、雲仙仁田道は自動車の通行台数。
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編 集 後 記 �

黒龍江省�

吉林省�

遼寧省�
北京市�

天津市�
山西省�

河北省�

山東省�

江蘇省�寧夏回族自治区�

上海市�安徽省�
河南省�

湖北省�
浙江省�

福建省�

台湾（省）�

江西省�

広東省�
広西チワン族�
自治区�

四川省�

青海省�

新疆ウイグル自治区�

貴州省�
湖南省�

海南省�

雲南省�

チベット自治区�

タイ�

ベトナム�

マレーシア�

重慶市�

陜西省�甘粛省�

内蒙古自治区�

福岡銀行香港駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Hong Kong Representative Office）�

［所 在 地］�Room 404, 4/F, Far East Finance Centre,�
16 Harcourt Road, Hong Kong�
�［電話番号］�（国番号 852）2524－2169

［所　　長］�末　松　尚　樹�

福岡銀行上海駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Shanghai Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国上海市延安西路2201号�
上海国際貿易中心2010号室�

［電話番号］�（国番号 86）21－6219－4570
［所　　長］�斎　藤　浩　一�

福岡銀行大連駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Dalian Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国大連市人民路60号�
大連富麗華大酒店622号室�

［電話番号］�（国番号 86）411－8282－3643

［所　　長］�宮　城　正　志�

事務所は�
3ヶ所ですが�

守備範囲は�
広いんです！�

海外拠点にて海外直接投資や、貿易に関する情報収集等を行っています。海外進出等ご検討のお客様、海外のことならお任せください！

◎海外拠点へのご用命・ご訪問は、取引店へお申し出ください。

〈海外駐在員事務所の位置と担当範囲〉

４月になり新しい体制で業務が始まり、

ドタバタしている時に嬉しいニュースが飛

び込んできました。春の選抜高校野球での

地元清峰高校の優勝です。３年前の決勝で

大敗したことを「やっと今、教訓になった」

と語る吉田監督の言葉がさわやかでした。

失敗を乗り越えるチャレンジ精神を参考に

したいと思います。

間もなく訪れるゴールデンウィーク。土

曜日から数えると、５連休となる方も多い

のではないでしょうか。実は、今年は９月

にも大型連休が控えています（土曜日から

数えるとナント「５連休」）。５月病にかか

りそうな新入社員や新入生の皆さん、５月

を過ぎても暫く辛抱すれば、また楽しい休

日が皆さんを待っています。頑張れ�

親和経済文化研究所勤務から数えてはや

４年。今月号をもちまして、銀行の営業店

へ戻ることになりました。不慣れな中、ご

指導いただいた上司や同僚の方々、そして

私のレポートを読んでいただいた読者の皆

様に感謝いたします。営業現場で皆様にお

会いできることを楽しみにしております。

島 浦 真 田 横 尾

環境保全に対する関心は、国内だけでな

く世界的に急速に高まりつつあります。日

本においても、企業をはじめ家庭での意識

の高まりが益々求められていくようで、エ

コ・アクション・ポイントのように新たな

スキームでの取り組みにも注目したいもの

です。まずは、身近なものから意識して参

加することが大事ですね。

「トップに聞く」の取材で元気な企業の

社長様のお話をうかがっていると、事業内

容が各社異なるにもかかわらず、共通項が

いくつかあるように感じました。その共通

項こそが元気な企業であるためのポイント

ではないかな、と感じています。本誌を通

してそのポイントを多少でも皆様にお伝え

できていましたら幸いです。

研修がスタートして約半年が経とうとし

ています。国内市場に限界を感じて中国を

生産拠点ではなく、マーケットとして期待

する日本企業の多さを日々改めて実感して

います。残りの研修期間、その動向を注視

していきたいと思います。

酒 口 花 谷 林 田

海 外拠点紹介

ＦＦＧ調査月報１２号 ２００９年４月２４日／�ＦＦＧビジネスコンサルティング
福岡市中央区大手門１丁目８番３号 TEL ０９２（７２３）２５７６ http://www.fukuoka-fg.com/

印刷／�昭 和 堂

37FFG調査月報 2009年5月



FFG
調
査
月
報［
M
O
N
TH
LY SU

R
VEY VO

LU
M
E.12  2009.5 M

AY.］


